
●令和７年度検証対象事業一覧（総合戦略） 第１分科会：9/17（水）9:00、第２分科会：9/16（火）13:30、第３分科会：9/17（水）13:30

基本目標 目標項目 主要戦略 事業名 担当課 事業№ 分科会

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ①　「稼ぐ力」による由利本荘ブランドの創造 ②　農林水産物、加工品等の入り本荘ブランドの確立 農林水産物、加工品等の由利本荘ブランドの確立事業 まるごと売り込み課 1704 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ①　「稼ぐ力」による由利本荘ブランドの創造 ③　首都圏等への販路拡大と流通体制の強化 首都圏等への販路拡大と流通体制の強化事業 まるごと売り込み課 1705 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ①　「稼ぐ力」による由利本荘ブランドの創造 ④　官民一体による推進協議会の連携 官民一体による推進協議会の連携事業 まるごと売り込み課 1706 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 ふるさと納税推進事業 まるごと売り込み課 1703 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 友好都市との交流促進（地域間交流推進事業（東北どまんなかサミット）） 総合政策課 1105 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 友好都市との交流促進（国内都市交流事業（佐久市・高松市・丸亀市）） 総合政策課 1106 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 友好都市との交流促進（国内都市交流事業（いわき市）） 総合政策課 1107 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 絆の里づくり事業による県立大生と市民との交流促進 総合政策課 1127 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 ふるさと会との交流促進 地域づくり推進課 1113 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 ふるさと応援大使による本市ＰＲ 地域づくり推進課 1116 1

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 住民自治活動支援交付金事業 地域づくり推進課 1109 1

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 集会施設建設費等補助事業 地域づくり推進課 1110 1

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 集落支援員設置事業 地域づくり推進課 1134 1

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 由利本荘プロモーション会議 地域づくり推進課 1137 1

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 ⑥　地域の特色と重視した取組の強化 元気な地域づくりチャレンジ事業 地域づくり推進課 1139 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進①【情報発信】 移住支援課 1709 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進②【掘り起こし・相談】 移住支援課 1710 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進③【無料職業紹介所】 移住支援課 1711 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進④【移住体験】 移住支援課 1712 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進⑤【費用助成】 移住支援課 1713 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進⑥【ナリワイづくり】 移住支援課 1714 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進⑦【若者地方交流体験】 移住支援課 1717 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 学校卒業者の地元就職促進④【奨学金返還助成・就活相談】 移住支援課 1718 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 インターシップ支援事業 商工振興課 1525 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ③　地域産業を支える人材の確保 学校卒業者の地元就職促進①【地元企業の情報提供】 商工振興課 1715 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ④　商業・起業・創業支援 ①　起業・創業へのチャレンジを支援する環境の創造 起業・事業承継支援事業 商工振興課 1519 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ④　商業・起業・創業支援 商工会や金融機関等と連携したプラン策定などの創業支援事業 商工振興課 1516 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ④　商業・起業・創業支援 中小企業融資あっせん事業 商工振興課 1517 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ④　商業・起業・創業支援 商店・飲食店等イベント実施支援補助金の交付 商工振興課 1531 1

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 夢ある園芸産地創造事業 農業振興課 1469 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 担い手確保・省力化支援事業 農業振興課 1481 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 農業次世代人材投資事業 農業振興課 1410 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 新規就農者等確保推進事業 農業振興課 1436 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 新規就農者育成総合対策事業 農業振興課 1467 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 地域おこし協力隊設置事業 農業振興課 1470 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑤　農業振興 ③　多様な担い手の育成・確保 農業経営法人化支援総合事業 農業振興課 1451 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 森林経営管理制度に伴う森林整備 農山漁村振興課 1412 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 市有林管理事業による植栽 農山漁村振興課 1415 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 松くい虫防除対策事業 農山漁村振興課 1417 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 政令指定病害虫等防除事業（ナラ枯れ対策事業） 農山漁村振興課 1418 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 マツ林・ナラ林等景観向上事業（水と緑の森づくり税事業） 農山漁村振興課 1420 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 民有林造林促進事業の嵩上げ補助 農山漁村振興課 1421 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 森林航空レーザ測量事業 農山漁村振興課 1425 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 林業就業者確保対策事業 農山漁村振興課 1473 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑦　林業振興 再造林支援事業 農山漁村振興課 1486 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑧　漁業振興 水産物供給基盤機能保全事業（道川漁港） 農山漁村振興課 411 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑧　漁業振興 水産物供給基盤機能保全事業（西目漁港） 農山漁村振興課 413 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ⑧　漁業振興 漁港施設適正管理推進事業 農山漁村振興課 424 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 福祉医療費市単独拡大事業（県補助の福祉医療費支給事業を含む） 市民課 1202 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 乳幼児健診・妊産婦健診・不妊治療等助成事業 健康づくり課 1305 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 任意予防接種（小児妊婦インフルエンザ・おたふくかぜ）助成事業 健康づくり課 1306 2

３　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 ④　子育て情報提供の充実 子育て支援アプリ（オンライン相談）事業 健康づくり課 1329 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 出産・子育て応援給付金事業（伴走型相談支援） 健康づくり課 1349 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 子育て世代包括支援センター事業 健康づくり課・こども未来課 1333 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 出産・子育て応援交付金給付事業（給付） こども未来課 1347 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 ③　子育て環境の整備 市内遊具整備事業 こども未来課 1332 2

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ①　結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援 ⑧　こどもプラザの運営 こどもプラザ運営事業 こども未来課 1331 2

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 ④　地域資源の保存と利活用 木のおもちゃ館整備事業 文化・スポーツ課 1839 2

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 ⑦　地域防災力の強化による安全・安心なまちづくり むこう三軒両隣・たすけあい事業 危機管理課 1003 2

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ③　インフラ整備 ②　まちの顔となる交通結節点の機能強化 停車場東口線道路整備事業 都市計画課 632 2

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 鳥海山・飛島ジオパーク推進事業 観光振興課 1101 3

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 特産品等振興事業［観光ＰＲ・セールス事業］ 観光振興課 1502 3

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 桑ノ木台湿原環境整備事業 観光振興課 1511 3

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 インフラツーリズム推進事業 観光振興課 1513 3

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 鳥海山麓二次アクセス確立事業 観光振興課 1514 3

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 地域おこし協力隊設置事業［鳥海山観光魅力アップ事業］ 観光振興課 1523 3

１　産業集積の強靱化と雇用創出 ②　観光産業の振興 スマートツーリズム推進事業 観光振興課 1528 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 図書館を使った調べる学習コンクール事業 生涯学習課 1819 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 市内小・中学校からの資料のリクエスト対応・学校図書館の環境整備等支援 生涯学習課 1852 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ②　芸術文化の振興と文化財の保護・活用 民俗芸能保存団体育成プロジェクト事業 生涯学習課 1821 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ②　芸術文化の振興と文化財の保護・活用
専門家指導による指定等を見据えた物件及び既存の指定等文化財の保存・活用に向けた調

査・研究
生涯学習課 1843 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ②　芸術文化の振興と文化財の保護・活用 文化財講座、公開による啓蒙活動と他部局及び民間と連携した誘客促進 生涯学習課 1844 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ②　芸術文化の振興と文化財の保護・活用 既存施設を利用した民俗文化財展示整理活用事業 生涯学習課 1848 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ②　芸術文化の振興と文化財の保護・活用 指定管理施設である民俗芸能伝承施設「まいーれ」との運営連携 生涯学習課 1847 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ②　芸術文化の振興と文化財の保護・活用 無形民俗文化財の公開事業 生涯学習課 1822 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 ＡＬＴ招致事業 学校教育課 1801 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 教職員研修会事業 学校教育課 1851 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 北部学校給食センター視察研修、校外学習受け入れ事業 学事課 1826 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 各種助成や給付、奨学金②（中学校部活動指導員配置事業） 学校教育課 1807 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 学校司書配置事業 学校教育課 1835 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 ゆりほんＩＣＴ子供の学びアップデートプラン（ＧＩＧＡスクール推進事業） 学校教育課 1866 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 大内地域スクールバス更新事業 学事課 849 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 スクールバス、定期券等購入補助等①（スクールバス運行事業） 学事課 1802 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 各種助成や給付、奨学金①（児童・生徒就学援助事業） 学事課 1804 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 スクールバス、定期券等購入補助等②（通学支援事業） 学事課 1806 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 新山小学校改築事業 教育総務課 801 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 本荘東小学校建設事業 教育総務課 806 3

２　子どもを産み育てやすい環境の創造 ②　教育の充実 学校施設照明ＬＥＤ化事業 教育総務課 847 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 地域内フィーダー系統整備事業（コミュニティバス運行事業） 地域づくり推進課 1120 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 生活路線バス維持事業 地域づくり推進課 1121 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 乗り〔逢い〕交通事業の導入（地域交通導入事業） 地域づくり推進課 1122 3

４　ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生 ①　地域コミュニティの再生 高齢者いきいき「おでかけ」事業 地域づくり推進課 1133 3

①　観光資源の活用と観光振興のための環境整備

④　新しい人の流れを生み出す「関係人口」の創出

①　主体的な地域コミュニティ活動の活性化

①　首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進

②　学校卒業者の地元就職の推進

②　にぎわいのある商業地域の創出

①　戦略的な園芸振興作物の生産拡大

②　新規就農の促進

①　安定した林業経営の促進

①　漁業経営基盤の強化の促進

⑤　少子化対策と定住促進を支援する環境の充実

⑥　安心して出産・子育てできる環境づくり

⑤　読書活動の支援と図書館資料の整備

②　文化財の保護と活用

①　社会を生き抜く力と豊かな心の育成

⑥　教育環境の向上

⑤　地域交通の充実



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ① 「稼ぐ力」による由利本荘ブランドの創造

主要戦略 ② 農林水産物、加工品等の本荘ブランドの確立

担当分科会 第１分科会

検証順 1

担当部局 観光文化スポーツ部

担当課 まるごと売り込み課

担当者 佐藤 大二郎

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

農林水産物、加工品
等の由利本荘ブラン
ドの確立事業

 まるごと売り込み事業や集出荷体制確立推進事
業により、｢複数の市産品を扱う、仲卸機能をもっ
た集出荷業者｣として、株式会社秋田ニューバイオ
ファームに「由利本荘市地域商社機能」が構築さ
れ平成31年4月から稼働し、外貨を稼ぐ仕組みづ
くりを終えた。
 今後は、首都圏等の域外をはじめとした県内外
で売れる｢由利本荘ブランド｣の構築を図りなが
ら、より多くの本市産品の販路拡大や、販売定着
させることが、本市事業者等の繁栄に繋がるた
め、外貨を稼ぐ事業の強化が重要である。
 また、ブラッシュアップ指導や事業者自らが考
案したことによる商品開発や商品改良に向けた取
り組みに対しても、後押しするために市補助事業
によりサポートしており、魅力ある市産品を増加
させるためには継続した支援が必要。

 首都圏等への販路拡大に向けて効率的かつ効果的な｢バイ
ヤー・アドバイザー招聘事業｣を積極的に展開し、商談や取
り引きの機会を設けるとともに、バイヤー等からの商品改
良指導や、首都圏等で売れる商品開発を目指した事業者に｢
外貨獲得加速化推進事業費補助金｣を交付しながら、特産品
やおみやげ等の商品の開発や改良や、域外の販売に向けた
取り組みを支援する。
 また、首都圏等の人口の多い地域において、試食販売会
を開催し、市産品のＰＲによる認知度向上からの販路開拓
を進める。
 その他、連携協定先や当課ＳＮＳ、オンラインイベント
によるプレゼント企画を開催することで、不特定多数に対
しても市産品の魅力を発信し、新規取引に結びつけてい
く。

①バイヤー、アドバイザー招聘 ３回
②首都圏等でのフェア開催 ９回
③SNSプレゼント企画 １回（1月31日～2
月14日）
④外貨獲得加速化推進事業費補助金
  実績交付額 2,288千円

総事業費：11,486千円

・バイヤー等招聘事業では、市内
事業者を視察後、商品取引に繋
がった。
・首都圏等フェアで商談結果、商
品取引に繋がった。
・SNSは「X」を使用し企画実施
し、フォロワー数が増加し、地域
産品PRに効果があった。
・補助金交付は、6件の商品改良開
発に効果があった。

・取引に繋がらない事業者が
大半を占めており、魅力的な
商品を持つ事業者を視察させ
る必要がある。
・試食販売会では、取引には
結びついているが、商品が限
定的なため、もっと魅力ある
商品ラインナップで地域産品
PRと販売を行うことが課題で
ある。
・首都圏での認知度が高い秋
田由利牛、米、味噌、酒、き
りたんぽ鍋などのブランド化
された特産品・名産品以外の
商品の認知度が首都圏では不
足しており、魅力的な商品の
開発など、継続した商品力の
底上げが必要。

・商品の取引やブラッシュアップに繋げるため、
意欲のある市内事業者を選定し、招聘や商談をす
る。
・首都圏等での販売会を継続して行うことで、地
域産品PRと商談取引に繋げていく。
・外貨獲得加速化推進事業費補助金を交付し、意
欲ある市内事業者の取り組みを支援し、商品取引
に繋げる。

1704    B 有効

・ブランド力とは付加価値が高く、
ネームバリューがあり、価格が高く
ても売れるものだと思う。そういっ
た価値を高めるのか、それとも拡販
を目指すのか、どちらも外貨獲得で
良いことだと思うので、どちらを目
指すのか整理したほうが良いかもし
れない。
・稼ぐ力を高めるという面では、首
都圏での取り扱い品目を増やすとい
うことは、方向性として良いと考え
られるし、成果も出ている。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

首都圏等取扱品（品）

出典：まるごと売り込み課で関わった実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ① 「稼ぐ力」による由利本荘ブランドの創造

主要戦略 ③ 首都圏等への販路拡大と流通体制の強化

担当分科会 第１分科会

検証順 2

担当部局 観光文化スポーツ部

担当課 まるごと売り込み課

担当者 小松 喜恒

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

首都圏等への販路拡
大と流通体制の強化
事業

 まるごと売り込み事業や集出荷体制確立
推進事業により、｢複数の市産品を扱う、
仲卸機能をもった集出荷業者｣として、株
式会社秋田ニューバイオファームに「由
利本荘市地域商社機能」が構築され平成
31年4月から稼働し、外貨を稼ぐ仕組み
づくりを終えた。今後は、連携協定先を
はじめとした商談や、新たな販路を目指
した企業訪問・商談などにより、本市産
品を首都圏での販売に定着させること
が、本市事業者等の繁栄に繋がるため、
外貨を稼ぐ事業の強化が重要である。

 首都圏等企業訪問・商談事業については、市内事業者及
び由利本荘市地域商社と協調を図りながら、首都圏等での
販路拡大を目指すため、連携協定先店舗や今まで取り扱わ
れている店舗での更なる拡大をはじめ、新たな販路開拓の
ため積極的に企業訪問や商談を実施していく。

①首都圏フェア等での商談や情報交換
の実施 ６回
②オンライン商談会 １回

総事業費：313千円

・首都圏等フェア等での商談や企
業訪問による情報交換を行い、１
事業者が商品取引に繋がった。
・オンライン商談会（3月）では、
５事業者が参加し、１事業者が取
引に繋がった。様々なご提案もい
ただき商談会の効果はあった。

首都圏等の販売先が8企業と
少なくなっており、商品単発
の取引や取引後数ヶ月で停止
した商品も散見される。
今後の継続取引に向け引き続
き事業実施していくが、販売
先の新規開拓が課題である。

今後の継続取引に向けて引き続きフェア等の実
施、企業訪問及び商談を行っていく。首都圏販売
先の新規開拓にも努めていく。

1705    C やや有効

・１件でも増やしていくことは大変
だと思うが、継続が重要。
・首都圏への販路の拡大のために
は、販売先の確保が重要だと思われ
るが、KPIとの乖離が大きい。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

首都圏等販売先（件）

出典：まるごと売り込み課で関わった実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ① 「稼ぐ力」による由利本荘ブランドの創造

主要戦略 ④ 官民一体による推進協議会の連携

担当分科会 第１分科会

検証順 3

担当部局 観光文化スポーツ部

担当課 まるごと売り込み課

担当者 小松 喜恒

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

官民一体による推進
協議会の連携事業

 首都圏等の域外における本市産品の認
知度の低さ、発信力の弱さ、販売品目や
量の少なさなどの課題解決を目指すた
め、官民一体となった由利本荘まるごと
売り込み推進協議会を設立して、外貨獲
得加速化推進事業を活用した首都圏等で
の販売会の開催や、民間企業のバイ
ヤー・アドバイザー招聘事業による商
談、商品ブラッシュアップ指導など取組
を実施しており、今後も認知度向上や外
貨獲得に向けて当該協議会が介在して継
続した取組が必要である。
 そのほか、当該協議会が令和２年度開
催した「ゆりほんじょうショッピング
モール」は構成する部会員からの要望も
多く、コロナ禍で停滞した賑わい創出の
ほか、市産品の露出増加などから、開催
の必要性にも迫られている。

・官民一体となった由利本荘まるごと売り込み推進協議会
を構成する、首都圏等売り込み部会、地域内売り込み部
会、ふるさと納税魅力向上部会、山菜部会が外貨獲得加速
化推進事業を活用して特産品販売や魅力ＰＲに関わる計画
を立案し、事業を展開する。
・由利本荘まるごと売り込み推進協議会、市内事業者が連
携し、地元産品の認知度向上を目的とした「ゆりほんじょ
うマルシェ」を、地域のにぎわい創出と交流人口の増加に
繋げる。

①推進協議会１回、部会２回
②首都圏フェア等での市産品PR及び販
売１３回
③ゆりほんじょうマルシェ４回

総事業費：1,205千円

・協議会主体の市内イベント回数
が４回に増加したことで、集客数
の増加に伴い、PR販売に一定の効
果があった。

・首都圏フェア等では、商品提供
のみの販売会もあったが、市内事
業者と連携して市産品のPR販売を
行い商品認知度の向上に繋がっ
た。

・協議会主体の市内イベント
周知方法や周知回数など集客
のための工夫が必要である。

・首都圏フェア等でのPR販売
では、一定のリピーター数も
あるが、魅力ある商品を多数
準備していくことが課題であ
る。

継続して、市内外で推進協議会員の産品を販売し
ていき、商品認知度向上や外貨獲得に結び付け
る。

1706    B 有効

・アンケート等により、より有効な
周知方法を検討すると良い。
・順調にKPIを達成しており、マル
シェは１日３千５百人という来場者
もあるようなので、効果があると考
えられる。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

新商品開発・商品改良（件）

出典：連携などによる戦略事業での新商品開発や商品改良の実績数
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ③ 地域産業を支える人材の確保

主要戦略 ④ 新しい人の流れを生み出す「関係人口」の創出

担当分科会

検証順

担当部局

担当課

担当者

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

ふるさと納税推進事
業

 本市が直面する三大課題（人口減
少に歯止めをかけること、元気な少
子高齢社会の形成、地域活力の維
持・向上）に取り組むため、ふるさ
と納税による本市応援者を募ること
も財政運営には重要である。
 一方、法の一部改正により、ふる
さと納税返戻品は地場産品が限定と
なり、全国地方公共団体の特産品競
争が激化しているため、地場産品力
を高めながら、本市の取り組んでい
る事業や本市魅力を発信し寄附増額
に繋がる展開をしなくてはならな
い。

 首都圏等の人口が多い地域において本市特産
品の販売会を開催し、その中で市職員や本市事
業者が本市のふるさと納税や返礼品をＰＲし、
寄附増額に向けて魅力発信を行うもの。

・ふるさと納税返礼品のPRは、首都圏フェアや寄付サイ
ト主催催事への参加、連携協定先でのフードイベントを開
催。
・市内農家を訪問し、ふるさと納税へ米の提供を依頼し
た。また、新規事業者を訪問し、ふるさと納税返礼品化を
提案した。
・イベントと寄附額の関連性について、1ヶ月間分のデー
タをチェックすると、増加傾向が見られた。
寄附額目標額7億円未達成。（実績4億円）

総事業費：1,029千円

目標指標未達成（寄付件数）
・関係人口創出に結びつくイベント件数は、目標の3倍以上の件数。首都圏フェア増加や
フードイベントの開催により事業効果が見られる。

・ふるさと納税件数は、目標の60％となった。米価高騰の影響で米の取扱数量を確保でき
なかったことが原因となる。

・関係人口創出イベント開催が、ふるさと納
税寄附額に寄与している傾向にあるが、効果
は限定的であり、イベントの内容や件数につ
いて、費用対効果も加味しながら検証する必
要がある。

・ふるさと納税件数を増加するためには、主
力返礼品である米を確保することが重要であ
り、積極的な農家訪問が必要。また、既存返
礼品の数量増加やセット商品の開発など、ラ
インナップの充実が必要。

・関係人口創出イベントの内容や件数
について、費用対効果も加味しながら
事業を継続いていく。

・ふるさと納税の主力返礼品である米
の確保及び積極的な企業や農家訪問を
行い、既存返礼品の確保、新規返礼品
の発掘を行い、納税件数の増加を目指
す。

1703    B 有効

・課題・問題点が明確になって
いるので、あとは米の確保のた
めの対策を図り、実績値を改善
していただきたい。
・地域ならではの付加価値の高
い返礼品が理想かもしれない
が、寄付者のニーズに応えるこ
とも大事。

友好都市との交流促
進（地域間交流推進
事業（東北どまんな
かサミット））

本市では、旧市町で深められてきた
絆を大切にし、文化・物産・観光・
スポーツなど幅広い分野の交流を推
進してきた。他自治体と連携しなが
ら今後更に相互交流を充実させ、交
流人口の拡大を図るものである。
令和元年７月に「科学自然都市協創
連合 宇宙開発発祥の地から繋ぐコン
ソーシアム」が設立され、本市も参
加している。参加自治体や東大生産
技術研究所と連携し、様々な取組を
協働して推進する。

◯東北どまんなかサミット
 日本海から太平洋に繋がる秋田・山形・宮城
県の７自治体で、人・もの・こころの交流を図
り、明るく活力のある地域の創造を目指す。
○科学自然都市協創連合
 東京大学生産技術研究所、連合加盟都市と連
携し、様々な取組を協働して推進する。

・科学自然都市協創連合 2024年度総会（9/6）
 オンライン開催
・科学自然都市協創連合共催イベント（FEEL NAGANO
NIGHT）視察（2/12）

総事業費：166千円

科学自然都市協創連合：科学自然都市協創連合共催イベント（FEEL NAGANO NIGHT）
視察。
長野市は環境の面で本市との共通点が多く、施策の参考になった。
東北どまんなかサミット：新庄市での開催。
開催地が一巡となることから、事務局の新庄市を中心に協議の結果令和6年度で解散と
なった。

科学自然都市協創連合では、「気象制御ワー
クショップ」に力をいれており、連携内容に
ついて検討が必要。
東北どまんなかサミットは令和6年度で解散
となったため、道路整備・人的物的交流促進
を目的とした代替の会合が必要かどうか検討
していく必要がある。

東北どまんなかサミットは令和6年度
で解散。引き続き、科学自然都市協創
連合と連携を図っていく。

1105    B 有効

・KPIに直接資するものではな
いが、今後に繋がる取り組みで
あると考えられる。

友好都市との交流促
進（国内都市交流事
業（佐久市・高松
市・丸亀市））

 矢島地域と佐久市は、由利十二頭
の大井公の歴史的な縁で昭和53年よ
り交流が始まり、昭和63年には旧矢
島町と友好都市盟約書が取り交わさ
れ、以降毎年、物産交流や人事交流
など盛んに行われている。また、矢
島地域と高松市・丸亀市は、生駒公
の歴史的な縁で、平成10年に旧矢島
町と高松市が友好都市協定の調印を
取り交わし、丸亀市とは平成26年に
友好都市協定の調印が取り交わさ
れ、物産交流、更には相互の歴史研
究会の交流も盛んである。近年に
は、３市と「災害時相互応援協定」
も締結しており、矢島地域をベース
にした交流を大事にしながらも、引
き続き「市」と「市」の絆を深めて
いくことが重要である。

【佐久市】「佐久バルーンフェスティバル」へ
の公式訪問。「佐久市農業祭」への出展【高松
市】「姉妹城・親善都市と交流都市の物産展」
への出展（３年に１度。公式訪問含）【丸亀
市】「丸亀お城まつり」への出展（公式訪問
含）、本市で開催する「やしま冬まつり」への
出展依頼【市民まつり】本市で開催する「友好
都市の観光と物産展」への出展依頼（３市へ）
※都市交流（公式訪問者調整等）については
「総合政策課」、物産については「観光振興
課」で主担当として対応（矢島総合支所につい
ては、交流きっかけの地域として各事業に対す
るサポート体制をとる。R4.8.10関係課打合せ協
議による確認事項）。

■5/3～4 ｢丸亀お城まつり｣公式訪問、出展
■5/4～5 佐久バルーンフェスティバル公式訪問
■10/22 ゆりほんスマイルフェスティバル出店依頼（佐
久市・高松市）
■11/9 佐久市農業祭出展
■8/23 やしま冬まつり出展依頼（丸亀市）

総事業費：519千円

例年参加・訪問している事業等に加え、7月豪雨に対する見舞金受領などを通して友好都
市との交流関係の必要性を改めて実感した。

3市ともに旧矢島町にゆかりのある友好都市
であるため、当該地域以外の市民にはあまり
関心を持たれていないのが現状である。
現在は主に物産展への出展を通じた交流が行
われているが、他の事業を通じた友好都市と
の関わりを模索する必要がある。

関係機関との情報交換・協議を通じて
今後の交流の在り方を検討しながら、
ふるさと納税のPRも含め、今後も友
好都市である佐久市・高松市・丸亀市
と交流事業を継続していく。

1106    B 有効

・課題にあるようにもっと全市
へのPRが必要。
・遠く離れた友好都市に触れら
れる良い事業である。

田口雅人、佐藤勇輝、鈴木優人、鈴木博文

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

第１分科会

4

観光文化スポーツ部、企画振興部

まるごと売り込み課、総合政策課、地域づくり推進課

関係人口創出につながるイベント等の開催件数（件）

出典：実績による
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施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

友好都市との交流促
進（国内都市交流事
業（いわき市））

福島県いわき市とは昭和61年に親子
都市の盟約を締結し、以来、市民の
相互交流や中学校交流などを含め35
年間に亘り交流を深めてきている。
近年では「災害時相互応援協定」を
締結するなど、その繋がりは一層強
固なものとなっている。
本事業は、対いわき市との交流にお
いて根幹を成す事業であり、今後も
安定的に継続していくことが極めて
重要であると判断され、岩城地域を
ベースにした交流を大事にしながら
も、引き続き「市」と「市」の絆を
深めていくことが重要である。

・旧藩祭交流〔交歓の夕べ開催〕（いわき市→
由利本荘市）※都市交流・市民交流
・いわきおどり参加（由利本荘市→いわき市）
※都市交流・市民交流
・いわき大物産展への物販参加（由利本荘市→
いわき市）※物産
・由利本荘市民まつりへの物販招待※本市への
受入は「都市交流」として扱う
・いわきサンシャインマラソンへのランナー派
遣※スポーツ交流
 ※R3 盟約締結35周年事業
※都市交流（公式訪問者調整等）については
「総合政策課」、物産については「観光振興
課」、市民交流については「岩城市民サービス
課」、スポーツ交流については「文化・スポー
ツ課」で主担当として対応（岩城総合支所につ
いては、交流きっかけの地域として各事業に対
するサポート体制をとる。R4.8.10関係課打合せ
協議による確認事項）。

・7/13 旧藩祭開催
・8/8   いわきおどり参加
・10/12～10/13 いわき大物産展に出店
・10/22 ゆりほんスマイルフェスティバル出店依頼
・2/23   いわきサンシャインマラソンに参加

総事業費：980千円

概ね計画どおりの実施ができている。本事業は「親子都市」の盟約に基づくものであると
ともに、これまで38年間の永きにわたり継続されてきたものであることから、今後も同様
に実施していく必要がある。

両市とも交流している市民団体が高齢化して
きているため参加者が減少。民間同士の交流
が途絶える可能性がある。
旧藩祭が令和8年度に終了する可能性がある
ことから、今後の交流の仕方について協議す
る必要がある。

いわき市、いわき市民間団体、岩城地
域交流団体と情報交換や協議をしなが
ら、実施している事業は継続しつつ、
今後の交流の在り方について多方向か
ら検討していく。

1107    B 有効

・課題にあるようにもっと全市
へのPRが必要。
・遠く離れた友好都市に触れら
れる良い事業である。

絆の里づくり事業に
よる県立大生と市民
との交流促進

平成１１年に開学した秋田県立大学
本荘キャンパスのシステム科学技術
学部には約１，０００名の学生に加
え、教職員約２００名が在籍してい
る。
学生の県外出身者は約７割であり、
これまでの累計が約２０年で約１
４，０００名程度の県外出身者が学
生時代に本市で暮らしてきたことと
なる。
学生と地域住民との交流を図ること
により、学生の当地域への愛着と絆
が深まることで、将来にわたって本
市との繋がりを持つ端緒となり関係
人口の創出に寄与するもの。

・県大本荘キャンパスの学生と市民との交流機
会を創出し、学生の本市への愛着醸成、地域の
魅力発信や担い手不足等の地域課題解決などを
目的とし、将来の「関係人口」創出にも寄与す
ると見込まれる事業の主催者に対し謝金を支払
う。

10月12日 南内越稲刈り体験（学生14名参加）
1月19日  新山神社裸まいり（学生6名参加）

総事業費：180千円

昨年度実施した学生へのアンケート結果を参考に新たなイベント（農作業体験）が開催さ
れ、昨年度より参加者数が増加したが、例年学生を受け入れている団体が開催しているお
り、開催件数は昨年と同数となった。

地域の団体の高齢化等により、令和6年度で
南内越に関するイベントが終了するなど、本
事業の対象となるイベントが減少してきてい
る。

イベント開催件数を増やすための取り
組みが必要であり、大学近隣にとどま
らず、全市的に学生との交流を希望す
る地域や団体をリサーチし、事業の趣
旨に合う事業の開催についてサポート
する。

1127    B 有効

・本市への愛着や理解の向上に
繋がる。
・課題にあるように、このまま
縮小していくのではなく、新た
な団体等のリサーチに力を入れ
ていただきたい。

ふるさと会との交流
促進

現在、各地域の在京者による「ふる
さと会」が組織されており、本市の
PRやふるさと納税など多岐にわたり
支援していただいており、今後、高
齢化や人手不足が進む本市にとって
は大都市圏をターゲットとしたPRや
物産販売が不可欠となってくる。

首都圏のふるさと会が開催される際、職員や地
元物産取扱事業者が会場に出向き、本市物産の
提供やPRパンフレットの配布により、ふるさと
会参加者への本市情報の提供を行う。

由利本荘市ふるさと会及び各地域の首都圏ふるさと会が開
催され、市産品の販売会なども含め、市出身者との交流を
深めた。参加者数はふるさと会会員の減少に伴いコロナ禍
以前の水準には戻っていない。

総事業費：1,147千円

ふるさと会が開催され、本市のPRと業者による市産品の販売を行い、参加者に対しふる
さと納税などの宣伝ができた。

ふるさと会会員の高齢化と新規会員の加入減
少に伴い、懇親交流パーティーの参加者が増
加していない。

今後もふるさと会を通して本市のPR
や物産販売を行っていく。
参加者から本市の物産や観光などの情
報が拡散し、物産の売り上げ拡大や本
市を訪問する客の増加に繋がっていく
よう努める。

1113    B 有効

・旧町ごとのふるさと会の統一
は難しいようだが、このままい
くと高齢化が進んでいく。やは
り若い人が加入することで活性
化すると思われるので、どこに
どれだけ出身者がいるかという
データが把握できれば、若い人
にアプローチすることも可能で
はないか。
・取り組みとしては関係人口の
ために必要。

ふるさと応援大使に
よる本市ＰＲ

本市の市名、観光、物産などのPR
や、青少年の健全育成のため、本市
にゆかりのある芸能人や著名人に対
しふるさと応援大使を依頼してい
る。（無報酬、現在は18名）
県外における本市の認知度を上げる
ことにより、様々な恩恵を受けるこ
とが可能であり、今後もお願いして
いく必要がある。

本市PRのための名刺や、人気があるふるさと納
税返礼品、本市の情報などを送り、本市のPR活
動をお願いしている。
また、年に１回、応援大使と本市の情報交換会
を開催する。

ふるさと納税返礼品となっている市の特産品をお礼の品と
して送ったほか、都内にて情報交換会を開催した。

総事業費：750千円

本市PRのための活動を引き続きお願いしている。 委嘱している方は、要職に就かれ多忙な方々
ばかりであるため、名刺修正等の連絡はこま
めに取る必要がある。
今後も引き続き、本市にゆかりのある方、影
響力のある人材に対して新任のオファーを
行っていく。

県外における本市の認知度を上げるこ
とにより受けることができる恩恵は多
岐に渡ることから、今後もふるさと応
援大使として本市のPRをお願いして
いく必要がある。
大使間の交流も含めることにより互い
の活動内容を知ることにつながること
から、ふるさと応援大使が一堂に会す
る情報交換会は毎年開催する。

1116    B 有効

・影響力のある方を活用し、市
の魅力を発信していただくこと
は有効。



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ４ ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生

目標項目 ① 地域コミュニティの再生

主要戦略 ① 主体的な地域コミュニティ活動の活性化

担当分科会 第１分科会

検証順 5

担当部局 企画振興部

担当課 地域づくり推進課

担当者 鈴木優人、鈴木博文、渡辺みなみ
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事業
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外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

住民自治活動支援交
付金事業

合併し、行政区域が広範になること
で行政と住民とのつながりが希薄化
するという懸念が生じるとともに、
市民要求型から市民活動型の社会へ
と転換を迫られたことと、地域コ
ミュニティを支えるものは、多くの
住民が係わる自治組織と行政の強い
パートナーシップによる地道な活動
であることから、住民参加の協調が
図られることを目的として自治組織
の活動を推進するために平成18年か
ら実施している。

市政に連携し、当該区域住民福祉の向上に奉仕
する住民自治組織を支援対象として、支援交付
金を交付する。
今後、行政協力事務交付金と合わせ交付基準等
の見直しを検討する。

・前年度と同数の町内会が活用した。
・事業を計画したが実施することができなかった町内会が
あり、全額返納に至ったものが5件発生した。

総事業費：14,710千円

成果指標が目標を下回っている。当初に申請して交付を受けたものの、事業を実施できず
に返納した団体があった。

・町内会役員の高齢化や担い手不足、また、
町内会全体の高齢化などにより、機動力が弱
い町内会による交付金の返納や未申請が見ら
れる。
・実施する事業は前例踏襲に縛られる住民自
治組織では新しいことに取り組むことができ
ていない。

・時代の変化による様々な課題に直面
する町内会が、それに対応していくた
めに、、各住民自治組織が意欲的に住
民同士の集いの場づくりに取り組むこ
とへの支援が必要である。
・交付金の使途を見直し、現在住民自
治組織にある課題に各組織が取り組み
やすくするとともに、全体の事業費に
ついても見直していく。

1109    B 有効

・町内会の活動に参加しない若
い人も多いと思われるが、防災
等に活用することも可能とのこ
となので、そういった取り組み
は世代を問わず必要。
・使い勝手の良い交付金であ
り、町内会の支援に有効。

集会施設建設費等補
助事業

町内会・自治会等の活動拠点となる
べき集会施設は年月と共に修繕が必
要となるが、資金的な面で大きな負
担となるため、その修繕費用の一部
を市が補助する必要がある。
また、市が所有する集会施設の譲渡
を促進するため、譲渡後７年以内の
修繕に対して有利な修繕を適用して
いる。

〇新築・全面改築  補助率3/10以内 補助限
度額200万円
○改修・修繕    補助率3/10以内 補助限
度額100万円
（譲渡後７年以内は補助率1/2以内、上限500万
円）
〇倉庫新築     補助率3/10以内 補助限
度額50万円
〇倉庫修繕     補助率3/10以内 補助限
度額30万円
○取得       補助率3/10以内 補助限
度額100万円
○排水設備工事   補助率1/2以内  補助限
度額 50万円（下水供用開始から3年以内）

要望のあった６町内会の集会施設の修繕を実施した。

総事業費：3,864千円

町内会が所有する集会施設の改修・修繕を行ったことにより、安全・安心な集会施設とな
り、住民自治の振興と機能強化が図られた。大雨災害に伴う緊急案件については、建物の
状況視察や町内会への聞き取り・要望を受け迅速に対応した。

令和７年度の要望は１０件あったが財政上す
べての要望に対応しきれなかったため、事業
の緊急性等を考慮し６件のみ交付内定とし
た。近年増加している大雨等に伴い今後も要
望が増える可能性があるため、各団体の状況
を見極めて対応していく必要がある。

市の財政状況や町内会の実情を総合的
に判断した上で、町内会の活動が円滑
に実施されるよう配慮する必要がある
ため、早急な修繕が必要と認められる
施設を優先して交付決定を行う。

1110    B 有効

・要望が多い補助金だと思われ
るため必要。

集落支援員設置事業

市民と行政の協働の下に、地域コ
ミュニティの維持及び地域活性化に
必要な施策を推進するため、地区集
落支援員を設置し、地域づくりを主
体的に担うコミュニティ組織の強化
し、地元団体とともに課題解決に取
り組む体制づくりを推進する。

人口、世帯数等の社会的条件及び地理的条件等
を考慮し定めた地区に由利本荘市地区集落支援
員を設置する。
地元団体を対象に活動交付金を交付し、地域全
体で集落支援員の活動に取り組む体制を支援す
る。

４地区に地区集落支援員を設置した。

総事業費：3,710千円

指定地域に地区集落支援員を設置することで、地域コミュニティの維持と地域活性化に資
する。

各地域でそれぞれの取り組みがされている
が、今後さらに地域の特色を活かした事業展
開が期待される。
本荘地域6地区のうち2地区には設置要望がな
く設置できていない。

市と地区集落支援員との連携をさらに
深め、活動しやすい環境づくりを行っ
ていく。特に他地区での活動内容を知
る見学等の機会を積極的に設けること
で情報共有を図るとともに自身の地区
での活動に反映させるといった場を設
けたい。
また、本荘地域の未設置地域への要望
確認を行う。

1134    B 有効

・面白い取り組みである。
・より周知を図り、活用を促し
ていただきたい。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

住民自治活動支援交付金の活用町内数（件）

出典：実績による
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施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

由利本荘プロモー
ション会議

 少子高齢化が進む地域において、
地域の将来を支える若い人財が幅広
い年代を巻き込みながら地域の持続
を担っていくことが求められていま
す。「住み続けたい、訪れてみたい
由利本荘市をつくる」をテーマに地
域の若い人財が実践活動を行い、地
域の元気を創出するとともに地域間
相互のネットワークを構築すること
により地域のみならず市全体の元気
創出につなげていきます。
 地域社会の維持活性化は一部の人
だけの課題ではなく一人でも多くの
方に参画いただき輪を広げていくこ
とも大切であり、新たな人財を発掘
していく取り組みとなり、また、こ
うした活動により本市を牽引する人
財の育成ともなります。

 地域の若者が「興味を持ち、やってみたいこ
と」を自ら地域で実践し、実現させることがで
きる場を「プロモーション会議」として設け、
①地域を盛り上げるためにやってみたいこと、
②地域のお悩み解決、③地域の良さのＰＲな
ど、小さくとも光を放つ地域づくりに発展させ
ていきます。若者ならではの発想を実現するた
め市は運営や実践に対する財政的支援をしなが
ら、メンバーは１年目に交流と計画策定、２年
目は実践を中心に活動をします。

第１期については全６企画を実施。２期については市長プ
レゼン等を経て全７企画が採用。２ヶ月に１回の全体会を
実施し、１期および２期メンバーの交流を図った。

総事業費：6,387千円

 第1期は6企画を実施したほか、クラウドファンディングを活用した資金調達方法や、パ
ソコン等による目を引くフライヤーの作成方法についての研修会を行い、事業の実施に役
立てた。
 また第2期は定期的な全体会を行うことにより、企画の立案の進捗が確認でき、他チー
ムのモチベーションにつながった。

第１期メンバーの募集時は１００人が集まっ
たが２期はその約半数５０人ほどとなった。
１期メンバーが２期メンバーの企画に賛同し
サブメンバーとして加わるケースもあった
が、実動2名～３名程度のチームが多数でき
たことにより限られた職員数でのチームサ
ポートが煩雑となってしまっている。

第2期メンバーが実践する企画につい
て、引き続き全体会議の定期開催を通
じて交流の場を設けながら、事業実施
をサポートしていくと共に効果の検証
を図っていく。また、子育て世代でも
無理せず活動できるようファミリーサ
ポート事業の活用を進めていく。
第3期(仮)については「地域課題の解
決を主とした構成」に変更を予定。加
えてチームの乱立を防止するため最大
で４チーム程に縮小、これにより職員
の負担軽減とサポートの充実を図る。

1137    B 有効

・非常に面白い取り組みであ
る。
・市によるサポートは職員が大
変だと思うが、有効に機能して
いると考えられる。



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ４ ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生

目標項目 ① 地域コミュニティの再生

主要戦略 ⑥ 地域の特色と重視した取組の強化

担当分科会 第１分科会

検証順 6

担当部局 企画振興部

担当課 地域づくり推進課

担当者 鈴木優人

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

元気な地域づくり
チャレンジ事業

 広大な本市は山から海まで広がり、多
様な産業、文化、生活環境があり、各地
域の特色を生かした施策や課題に対応す
るために、全市で画一的な政策ではな
く、地域ごとに立案した事業も求められ
ております。

地域ごとに予算枠を設け、各地域の特色を生かした事業や
課題解決への取組を実施する事業。各総合支所において事
業を立案し実行する。

予定されていた9事業を実施した。ま
た、これまでの3年間の結果分析と令
和7年度以降の事業実施について検討
を行った。

総事業費：7,064千円

地域の特性を活かした事業や、地
域の課題解決のための事業が展開
された。本事業の3年間の総括とし
て地域課題の解決や地域活性化に
つながったが、イベントについて
は団体自らが継続して実行するま
でには至っていない。

3年以上同一事業は行うこと
ができないものとしているの
で、4年目となる令和7年度の
各地域で新規事業が実施され
るので、不確定要素が大きい
面がある。

令和7年度はこれまで実施してきた事業とは異なる
事業を行うこととなるため、実施する課と連携を
取りながら、予算面を含めて柔軟に対応してい
く。

1139    B 有効

・KPIを見ると実績は良好。
・さらなる周知により、いろいろな
アイディアが生まれ、地域が活性化
していくという好循環に期待する。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

元気な地域づくりチャレンジ事業件数（累計）（件）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ③ 地域産業を支える人材の確保

主要戦略 ① 首都圏を中心とした県外からの移住（UIターン）の促進

担当分科会 第１分科会

検証順 7

担当部局 企画振興部

担当課 移住支援課

担当者 加川 洋

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進①
【情報発信】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■市移住専用サイトや関係機
関のウェブサイトを活用した
情報発信
①本市移住専用サイトをコア
サイトとし、本市での暮らし
ぶりがイメージできる情報、
移住等にかかるサポート内容
等を継続的発信するととも
に、市ＨＰやＳＮＳ、関係機
関のウェブサイトを誘導サイ
トとして活用する。
②市移住登録者等へはメルマ
ガを配信する。
③移住リーフレット等を作成
し、市施設及び関係機関へ備
え付けＰＲする。またふるさ
と納税者へ配布する。

①移住専用サイトの表示回数
222,956回（前年度：168,254
回）
②メールマガジン配信回数 25
回（前年度：24回）
③チラシ40,600枚を作成。ふる
さと納税領収証封筒に同封し
20,109件発送
④LINE友だちへの配信件数
501件（新規）

総事業費：445千円

・移住専用サイトの継続的な更新と内容の充
実（保育園遊学特集など）、市・民間SNSを
活用して本サイトへ誘導、適度な間隔でのメ
ルマガ配信を継続したことで、定期読者の増
加とともに新規開拓にもつながった。市の認
知度、関心度向上に寄与したものと考える。

・定期読者の確保。
・新規読者、LINE友だちの開拓。

・移住体験の様子などのタイムリーな情報発信。
・具体的な暮らしをイメージできる情報のアップ
など、更なるコンテンツの充実。
・移住ＰＲガイドブックの更新。

1709    B 有効

・情報発信というのは必ず必要なこ
と。サイトの閲覧も伸びているよう
であり有効。

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進②
【掘り起こし・相
談】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■首都圏等での移住希望者の
掘り起こしと個別相談による
後押し
①都市部での「移住まるごと
ミーティング」の開催や県・
移住関係機関主催イベントへ
の参加による移住希望者等の
掘り起こし
②「まるごと移住相談会」の
開催によるフォローアップ

①移住ミーティング １回
②移住相談会 6回（オンライ
ン6回）
※移住関係機関主催イベントに
ついて、対面相談会に7回参
加。
■新規移住希望登録者数 65
人（前年度94人）

総事業費：1,601千円

①は、これまでのごてんまり製作体験から本
荘こけし絵付け体験に変更して都内で開催。
首都圏を中心に女性30名が参加し、好評を得
た。
②は、参加者無しで1回中止となったが、関
係機関主催イベントとの調整を図りながら計
画どおり開催。

宿泊費・交通費の高騰に伴い旅費の予
算に不足が生じ、都内で開催された2月
の移住関係機関主催イベントへの出展
を見送った。今後も旅費の高騰は避け
られず、出展すべきイベントの取捨選
択も重要となる。

・新たな企画として、県・にかほ市・男鹿市・潟
上市との共催による移住イベントを令和７年度に
都内で開催できるよう、調整会議を重ねている。
限られた予算での出張となるため、早期予約など
計画的な手配により節減に努めたい。

1710    B 有効

・同じような取り組みを各自治体が
行っていると思われるので、右肩上
がりは難しい。
・地道な取り組みは続ける必要があ
るが、引き続き移住希望者に響く取
り組みを検討し、ブラッシュアップ
していただきたい。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

新規移住希望登録者数（6か年累計）（人）

出典：実績による
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移住者数（6か年累計）（人）

出典：実績による
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施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進③
【無料職業紹介所】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■「仕事」や「住まい」な
ど、移住にかかる相談をワン
ストップで対応
移住希望者に特化した「無料
職業紹介所」を運営し、「仕
事」の紹介と斡旋を行う。空
き家バンク取り扱い事業所
（不動産事業者）と連携し、
「住まい」の紹介を行う。移
住相談員を配置し、移住にか
かる相談をワンストップで行
う。

①「無料職業紹介所」の運営実
績
・仕事や住まいを含む移住相談
件数 118件（前年103件）
・仕事の紹介件数 0件（前年
1件）
・住まいの紹介件数 9件（前
年19件）
②相談員2名（週3日勤務）を
継続採用

総事業費：5,937千円

相談件数は昨年からやや増えたが、これは12
月の協力隊募集イベントに初出展した際の相
談者数が21組と突出していたため。住まいの
紹介件数は大きく減少した。

・本荘以外の地域においては賃貸物件
の住宅供給不足が深刻。賃貸希望者へ
の住まいの情報提供が限定的になって
いる。

・相談件数の推移を見守る。
・空き家等の掘り起こしと利活用に向けた意識啓
発の検討。

1711    B 有効

・やはり人口が少ない地域では民間
による賃貸物件の展開は難しいと思
うが、市による新たな集合住宅の整
備もハードルが高いと思う。幅広い
視点から移住者へのアプローチが必
要。

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進④
【移住体験】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■事業所、団体、地域等と連
携した移住希望者等の移住体
験の受入れ
お試し移住体験住宅等複合機
能施設を活用した移住体験ツ
アーの開催等

①ゆりほん保育園遊学を7月～
1月まで開催し、7組25人が参
加。
②空き家を整備した複合機能施
設で、学生によるシェアハウ
ス、畑づくり、町内行事への参
加。また移住希望者など7名が
宿泊利用。

総事業費：2,151千円

①過去2年の参加者のうち2組7人が再訪する
など、地域の魅力が十分に伝わったことがリ
ピーターの確保につながったほか、埼玉県や
神奈川県など東京都以外からの参加もあり、
周知拡大の効果が見られた。
②就労体験ツアーや県外大学などとの連携
で、複合機能住宅を有効に活用することがで
きた。

①これまでの東由利地域えみの森に加
え、本荘地域石沢保育園と2園で受け入
れを実施したが、石沢は1組3人のみの
参加。東由利2棟、石沢1棟と滞在施設
数の差もあるが、もっと石沢の魅力が
伝わるような仕掛けが必要。
②引き続き複合機能住宅を拠点に、地
域・企業・団体等が連携した移住体験
ツアーのプログラムづくり、ＰＲ、誘
導を持続していくことが重要。

・保育園遊学については、東由利小中学校での教
育遊学の試験的な実施などを含めて、ゆりほん保
育・教育遊学事業として拡充して実施。
・引き続き地域・企業・団体等とのネットワーク
づくりを維持・強化しながら移住体験プログラム
を推進していく。

1712    B 有効

・民間との連携から今後も広げてい
けそうな可能性を感じる。
・全てに対応することは困難である
ので、移住希望者の世帯の形態や
ニーズに応じて、的を絞って突き詰
めていくことも必要だと思われる。
いずれにしても継続していくことが
必要。

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進⑤
【費用助成】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■移住前後にかかる費用に対
する助成
①定住促進奨励金の交付
②地元企業面接等交通費支援
事業補助金の交付（R5終了）
③移住支援金の交付
④移住就業体験等交通費支援
事業補助金の交付（R6新規）
⑤地方就職学生支援金の交付
（R6新規）

【交付実績】
①定住促進奨励金 3件（前年度
2件）
②移住支援金 5件（前年度5
件）
③移住就業体験等交通費支援事
業補助金 10件（前年度8件）
④地方就職学生支援金 0件（新
規）

総事業費：10,200千円

③は交通費助成を見直して新規制定したもの
で、その効果もあって申請件数が増加。①か
ら③のいずれも移住におけるインセンティブ
になっており、引き続き一定の効果が期待さ
れる。

④は交付要件が厳しいせいか、申請が
なかった。

国の動向や社会情勢を見守りながら随時対応して
いく。

1713    B 有効

・地方就職学生支援金については、
学生や事業者の意見を聞きながら使
いやすいものにしてほしい。
・全体としては有効と考えられる。

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進⑥
【ナリワイづくり】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■地域おこし協力隊による
「ナリワイづくりプロジェク
ト」の推進
自分の「好き」や「得意」を
活かした小さな仕事づくり。
稼ぐことだけを目的とせず、
自分らしく働き、地域とつな
がることで、新しい働き方、
新たなコミュニティづくり、
そして活動を広く情報発信す
ることで、新たな人の流れを
創出し、関係人口の拡大、二
地域居住、将来的な移住の実
現につなげる。

・AKITA NO-KO MARKET（8
月）に出店
・ナリワイづくり体験ＷＳ＆説
明会（9月）を開催
・東由利ぽろたん栗拾い体験
（9月）を開催
・ナリワイづくり講座・卒業マ
ルシェ（10月～1月：4回）を
開催
・カフェ＆ゲストハウスプレ
オープンイベント（3月）を開
催
・組子細工端材を活用したアク
セサリーの販売

総事業費：10,400千円

第2期ナリワイ講座で3名の卒業生を送り出し
たほか、地域資源を利用したナリワイづくり
を実践。地域住民と共同でマルシェに出店し
たり、ゲストハウスのプレオープンにつなげ
るなど、ナリワイと地域のにぎわいづくりに
寄与できた。

事業を推進してきた地域おこし協力隊
員2名の3月末での卒業に伴い、今後は
これまで同様の事業量を確保すること
が難しくなる。

ナリワイ講座卒業生や元協力隊員で構成される地
域団体と連携を図りながら、引き続き移住施策の
一つとしてナリワイづくり事業の普及を図るとと
もに、同団体の自走化へつなげる。

1714    B 有効

・地域おこし協力隊との連携がカギ
だと思うが、取り組みが広がってい
るようなので、有効に機能している
と考えられる。



施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

首都圏を中心とした
県外からの移住（UI
ターン）の促進⑦
【若者地方交流体
験】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

※事業の参加対象が、首都圏を中心とし
た県外の若者であるため次のとおり変更
（R6.1.31）
 ■事業名 学校卒業者の地元就職促進
③【インターンシップ支援】
       →首都圏を中心とした県
外からの移住（UIターン）の促進⑦【若
者地方交流体験】
 ■主要戦略 ②学校卒業者の～ →
①首都圏を中心とした～
 ■重点施策 (1)地元産業振興による～
→ (6)アナログも大事に～
 ■ＫＰＩ  ②から①に関する数値に
変更

■事業所、団体、地域等と連
携した「課題解決型インター
ンシップ」の実施
事業所、団体、地域等連携
し、就労体験に加え、地域の
魅力を知ってもらうため、余
暇の過ごし方などプログラム
に取り入れたインターンシッ
プを開催する。
・「地域の魅力体験インター
ンシップ」の開催（R5まで）
・「若者地方交流体験」の開
催（R6から変更）

「保育士＋地方暮らし」をテー
マとしたインターンシップの開
催。
8/21～29（石沢保育園）に2名
参加。
2/3～14（えみの森）に1名参
加。

総事業費：417千円

夏季は石沢保育園で、冬季（再訪者）はえみ
の森で実施。都市部の学生たちが、地域交流
を通じて多くの人と関わりを持ち、地域の現
状を知ると同時に地域の温かみを感じること
ができるため、関係人口の創出にあたって非
常に有効だと感じた。

夏季では最長となる9日間の実施で内容
が充実していたこともあり、参加学生
に疲労が見られた。体調や天候に合わ
せた休息日の設定も必要。冬季は自転
車利用ができないため、有償によるタ
クシー利用も検討したい。

「保育士＋地方暮らし」のインターンシップの実
施にあたっては、周知協力をいただいている東京
未来大学のほか、東北管内に対象を広げてさらな
る周知の拡大を図りたい。

1717    B 有効

・関係人口の創出にも有効。
・卒業後の移住に繋がるような更な
るサポートを行っていただきたい。
・体験後の報告会の内容・意見も今
後の参考にすると良い。



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ③ 地域産業を支える人材の確保

主要戦略 ② 学校卒業者の地元就職の推進

担当分科会

検証順

担当部局

担当課

担当者

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

学校卒業者の地元就
職促進④【奨学金返
還助成・就活相談】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■奨学金返還助成
①奨学金返還助成事業
 奨学金の貸与を受け、本市に定住の意思をを持って居住
かつ県内就職した者に対し、その返還金に対し、「由利本
荘市奨学金返還助成金」を交付する。
②学生就活相談（R4終了）
 キャリアカウンセラーによる就活相談を行う。

交付件数 44件2,344,000円

総事業費：4,365千円

チラシ、市HP、各種SNS等で繰り
返し制度周知に努めたほか、昨年
同様9月に市と県の連名による通知
を対象者へ送付したことにより、
その後の申請件数の増加につな
がった。

年度末ぎりぎりでの申請があ
り、交付手続きや予算要求な
どに影響があったため、申請
期限を3月31日から少し前倒
しにするとともに、その周知
についても徹底したい。

県と連携して制度周知等に力を入れ、申請件数の
増加を促すとともに、若年者の地元定着及び人材
確保を図る。

1718    B 有効

・利用件数も多く、利用者のニーズ
に沿っていると考えられる。

インターシップ支援
事業

管内高校生の県内就職率は過去最高
(85％)だが、特に製造業は人手不足であ
り、秋田県立大学生(本荘キャンパス)の
市内企業への就職率が低い（0.7％／5
年）となるなど、就職先はあるのにも関
わらず本市での就職希望者が不足してい
る。
県内他市と比べ、インターンシップ受入
関連の情報が少ない

○インターンシップを行う市内事業者に対しその経費の一
部を補助
【補助内容】
 市から事業者への補助金は、インターンシップ参加学生
への支援金額の2/3以内

○自社の魅力向上と経営課題の解決を目的としたインター
ンシップを実施するためインターンシッププログラムの作
成支援や当該プログラムの効果的な運営支援を専門家に委
託する場合に係る経費の一部を補助
【補助内容】
・経費の1/2以内（千円未満切捨て。上限15万円）

・インターンシップを行う事業者への
支援 ０件

・インターンシッププログラムの作成
指導、参加学生のマッチング、イン
ターンシップ実施前、中、後の運営支
援にかかる委託料 ０件

総事業費：0円

インターンシップの実施は、市内
就職の促進や商工業振興、雇用の
確保等に有効であることは確かだ
が、景気の横ばいが続く状況で、
インターンの受け入れに踏み切れ
ない企業がほとんどのため、実施
の効果を広く周知し、引き続き補
助金の措置は必要だと考える。

市内の企業のインターン受け
入れの実績がまだまだ少ない
ため、インターンシップの必
要性と実施の効果を広く周知
し、今後はもっと利用しやす
い補助金の措置を検討する。

インターンシップの推進は、若者・女性の地域定
着に有効な施策であるため、補助金の利用促進を
図り、引き続き制度についての周知を進める。
企業のPR動画作成費も補助対象とし、制度の使い
やすさアピールするなど、インターンシップの重
要性の周知と普及に繋げる。
次期計画においては、事業活用の状況によって
は、事業廃止を含め、大幅な補助内容の見直しを
検討する。

1525    C やや有効

・「市内の企業のインターンシップ
の受け入れ実績が少ない」とある
が、受け入れしている企業は割と多
いのではないか。
・企業と学生のニーズをとらえて、
利用促進のために何が必要か検討が
必要。
・学生の地元就職に繋げるため事業
自体は必要だと思われる。

学校卒業者の地元就
職促進①【地元企業
の情報提供】

若年層の都市部流出、高齢化等により本
地域は一部の産業において慢性的な人材
不足となっている。地域産業が持続的発
展していくためにはそれぞれの産業を支
える人材の確保が必要。

■中学校、高校、大学等及び関係機関と連携した地元企業
の情報提供
下記についてハローワーク本荘、県由利地域振興局、にか
ほ市、教育委員会、中・高等学校等と連携し取り組む。
・「高校生就職活動サポートセミナー」の開催
・「中学生と管内企業のふれあいＰＲ事業」の実施
・「高卒求人情報説明会」の開催

①高校生366名、企業91社の参加によ
り１回開催。
②高校生310名、企業32社の参加によ
り１回開催。
③中学生529名、企業42社の参加によ
り１回開催。
④参加者79名、企業73社の参加により
１回開催。

総事業費：23千円

計画どおり実施できた。学生を中
心に地元就職者数と就職率が堅調
に増えてきており、毎年、学生と
企業がふれあう機会を設けること
で地元就職の推進を行うことがで
きた。

今後とも関係機関と連携を図
り実施していく。

中高生や地元企業へさらなる意識啓発・働きか
け・人材獲得の機会創出を図り、学卒者の地元定
着につなげる取り組みを行っていく。

1715    A 非常に有効

・全県的に見ても本市の地元就職率
は高いと思う。

加川洋、高橋八丸

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

第１分科会

8

企画振興部、産業振興部

移住支援課、商工振興課

高校生の地元企業就職率（％）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ④ 商業・起業・創業支援

主要戦略 ① 起業・創業へのチャレンジを支援する環境の創造

担当分科会 第１分科会

検証順 9

担当部局 産業振興部

担当課 商工振興課

担当者 高橋八丸

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

起業・事業承継支援
事業

日々激変する社会経済情勢において、地
方の都市が存在感を高めていくには、生
活の経済基盤である地域産業が活性化す
ることに加え、新たな地域価値を生み出
す環境づくりが求められている。そのた
め、個人や中小企業主が新しいビジネス
にチャレンジ（挑戦）しやすい事業環境
をつくる必要がある。

【創業・事業承継支援補助金】
市内で新たに起業を目指す個人・法人に対して、創業に係
る経費の一部を助成する。
補助金の額  補助対象経費の２分の１以内、５０万円を
限度とする。
※補助対象経費 施設設備費・機械器具費・広告宣伝費な
ど
【創業者融資利子補給金】
市内で新たに創業する若者（35歳以下）や女性への支援と
して、創業時の融資にかかる支払利子相当額を５年間補給
し、事業を立ち上げる際の負担を軽減する。
【IT起業家支援事業】
IT起業家育成のための研修や起業に要する経費等を助成
し、起業しやすい環境づくりを推進する。

起業・事業承継支援補助金 １０件
２，８２８千円
起業者融資利子補給金 １８件 ４５
０千円
IT起業家育成支援事業実施業務委託
０件
IT起業家支援事業費補助金 ０件

総事業費：3,278千円

起業・事業承継支援補助金に関し
ては堅調に利用者が増加してい
る。IT起業家育成支援事業実施業
務委託、IT起業家支援事業費補助
金の利用者はなく、本市ではまだ
未開拓な分野であり、商工会でも
支援を強化しているものの、実績
に繋がっていない。

「起業するなら由利本荘市
で」という考えのもと、個人
や中小企業主の新しいビジネ
スチャンスを支援する意味
で、IT分野を含めた起業を引
き続き支援する制度を継続す
る必要がある。

起業・事業承継支援補助金に関しては利用者が堅
調に伸びてきているが、IT起業家育成支援事業実
施業務委託、IT起業家支援事業費補助金につい
て、申請者の利便性を図るため、事業を統合し、
より一体的に支援を行えるよう検討する。

1519    B 有効

・使い勝手が良いので、銀行でも起
業しようとする人に対して、この事
業を薦めて活用してもらっている。
・課題にあるように、市が狙ってい
るIT起業家の育成に繋げるために、さ
らなる検討が必要。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

新事業支援スキーム利用件数（5か年累計）（件）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ④ 商業・起業・創業支援

主要戦略 ② にぎわいのある商業地域の創出

担当分科会 第１分科会

検証順 10

担当部局 産業振興部

担当課 商工振興課

担当者 高橋八丸

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

商工会や金融機関等
と連携したプラン策
定などの創業支援事
業

個人や中小企業主が新しいビジネスに
チャレンジ（挑戦）しやすい事業環境を
つくるためには、地域の経済情勢に詳し
い商工会等と連携し、相談窓口の設置や
創業塾の開催、起業家教育事業等の創業
支援及び創業機運の醸成を進めていく必
要がある。

改正産業競争力強化法に基づく「創業支援等事業計画」を
策定し、創業支援等事業者である「由利本荘市商工会」と
連携しながら、創業支援及び創業機運の醸成を実施する。

創業塾を年間計４回開催し、起業家教
育事業等の創業支援を順調に進めてお
り、２５件の創業者の実績をあげてい
る。各事業者への個社支援も積極的に
行っている。
また、市が実施している物価・燃料価
格高騰対策事業の受託者としても十分
機能している。

創業塾開催数：４回
受講者人数：２９名
創業者数：２５件

総事業費：30,000千円

変化の激しい社会情勢にあって、
革新的な取組に挑む事業者の経営
課題に対し、社会・経済・環境の
変化や事業の将来性を見据えた戦
略的な個別指導を行っている。
特に女性や若者や移住者等に対
し、創業塾や創業者同士のネット
ワークづくりを手助けし、創業を
通じて定住支援にも繋げている。

経営環境の変化に対応するた
め、引き続き創業支援と、各
事業者への個社支援を積極的
に行っていく必要がある。

引き続き起業家教育事業等の創業支援と、各事業
者への個社支援を積極的に行っていく。

1516    B 有効

・25件、29名と相応の実績が出てい
る。

中小企業融資あっせ
ん事業

市内中小企業の経営安定及び振興発展に
資するため。

１．中小企業融資あっせん事業
  中小企業者等で、市に１年以上住所又は事業所を有
し、現在市内で事業所を営み、市税を滞納していない方を
対象に、運転資金や設備資金の融資あっせんを行い、その
利子の一部や保証料を補助する。
  限度額 ２，０００万円  返済期間 ７年以内

２．中小企業融資あっせん（設備特例）事業
    対象 市内中小企業  限度額 １，０００万円  返
済期間 １０年以内  保証料 市が全額負担
 

中小企業融資あっせん利子補給金
１３，１０１千円
中小企業融資あっせん保証料補給金
１１，４０２千円

総事業費：24,502千円

コロナ禍が開けた令和５年以降、
徐々に制度融資の利用者が増えて
いる。コロナ以降の経済活動の回
復の兆しとも見られるが、人手不
足、賃上げ、原材料費高騰などの
新たな課題も出てきており、その
ような背景から、当該事業への新
規申し込みは１７８件となった。

特になし。 社会経済情勢の推移により、様々な資金面の課題
に対応するため、利子補給、保証料補給は今後も
有効な制度と考え、引き続き融資の観点から制度
を継続していく。

1517    A 非常に有効

・非常に使いやすい制度で利用実績
も多い。
・利用者のニーズに沿っていて、継
続することで市内の経済活動の活性
化に資する。

商店・飲食店等イベ
ント実施支援補助金
の交付

市内中心市街地の賑わいがコロナ禍前に
比べ徐々に失われていることから、市内
中心市街地で開催される消費促進イベン
ト等を開催する団体を支援することによ
り、地域活性化並びに商店や飲食店等の
事業の継続を図る。

 市内の商店や飲食店等おおむね５店舗以上で構成され、
市内中心市街地での消費促進イベント等を行う団体に、そ
のイベントの開催経費に対し補助することとする。
 補助金の額は、総事業費の２分の１以内かつ５０万円以
内を上限とする。

商店・飲食店等イベント実施支援補助
金
申請件数 ４件 １，３１０千円（実
績報告で減額の団体があったため）

総事業費：1,310千円

地元団体による自発的な地域活性
化イベントを支援することによ
り、さらに事業を継続させていく
ための補助となっている。

数年前から回数を重ねて開催
しているイベントがほとんど
であり、地元に定着しつつあ
るため、継続して開催してい
けるよう、引き続き支援が必
要であるが、予算要求時に指
摘があり、来年度から継続申
請している団体については
徐々に減額するなどのソフト
ランディングを検討する必要
がある。

毎年継続開催しているイベントがほとんどである
が、補助金に頼らず開催していけるよう、自立的
な開催を促していく。補助金の申請回数によっ
て、段階的に交付額を減額していくことを検討す
る。

1531    B 有効

・いつまでも補助金頼りでなく、い
ずれは自立できることが理想。
・活性化のための起爆剤として有
効。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

新規開業率（％）

出典：実績による
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空き店舗活用開業数（店）

出典：実績による
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（経済センサス ５年に１度公表）



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出 （２）重要業績評価指標（KPI）

目標項目 ⑤ 農業振興

主要戦略 ① 戦略的な園芸振興作物の生産拡大

担当分科会 第２分科会

検証順 1

担当部局 産業振興部

担当課 農業振興課

担当者 小野友紀子、伊藤佑

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

夢ある園芸産地創造事
業

本市農業の課題であった米依存からの脱却による複合型生産構造への転換は、こ
れまで実施してきた夢プラン事業やメガ団地事業等により、農業産出額の大きな
伸びや経営の複合化の進展など、成果として現れてきている。この流れを確実な
ものとするため、「経営力の高い経営体の育成」や「複合型生産構造への転換」
に向けた取組を一層強化する必要がある。
そのため、今後は地域が主体となって定めた産地計画の実現に必要な施設・機械
等の導入を支援し、戦略作物等の産地化と収益性の高い農業経営の確立を図るも
の。

複合化を推進する県事業である「夢ある園芸産地創造事業」
について、次のとおり市独自の嵩上げを行う。

１．大規模園芸拠点整備事業
 県１/２、市１/１０
２．園芸産地育成事業
 県１/３、市１／１２（通常）、２／１２（大豆、そば、
りんどうなど）

補助金額（国＋県＋市） 149,143千
円
 ・大規模拠点（国）1件 95,146千
円（国費）うち54,050千円はR5年度か
らの繰越
 ・大規模拠点1件 9,448千円
 ・中山間拠点2件  10,049千円
 ・生産性向上12件 12,297千円
 ・就農定着8件 19,625千円
 ・地域振興2件 2,578千円

総事業費：149,143千円

計画通り実施され、リンドウにつ
いては概ね目標を達成している。

猛暑だけでなく、豪雨による
農作物の収量や品質低下も課
題となっている。

農業経営複合化に向けた機械・施設等の他、暑さ
や排水対策のための機械・設備導入も支援し、経
営規模拡大を図っていく。

1469    B 有効

・米に頼りすぎない地域の農業
の強靱化のためには有効。
・ただし実績が出るまでタイム
ラグがあるので、効果を見極め
る必要がある。

担い手確保・省力化支
援事業

本市の農業者は過去５年で約２割減少し、相まって担い手農家も減少傾向であ
る。他方、農地の集積率も過去５年間で減少傾向で、耕作放棄地は増加傾向にあ
る。また、本市は県内でも山間地が多く、狭小な農地では長時間労働や重労働と
なる傾向にあり、規模拡大には高額な農業機械導入が必要となることが、担い手
の減少や農地集積の停滞の大きな要因と考えられる。

今後規模拡大を図る経営体（目標年度までに現状の20%以上
拡大）に対し、省力効果が見込まれる機械の導入経費につい
て助成し、担い手の確保及び農地集約による不作付地の抑制
を図る。
補助率 税抜き事業費の1/3以内（上限500千円）
【省力化メニュー 補助対象】
・水平計測ハロー ・密播苗用田植機 ・フレコン対応機器
・草刈り用トラクターアタッチメント
【スマート農業メニュー 補助対象】
「農林水産省スマート農業技術カタログ」または「秋田県ス
マート農業導入指針」に掲載されている農業機械等

申請及び採択件数
（水稲関係省力化機械）
①水平計測ハロー ３件 1,159千円
③フレコン対応機器 2件 569千円
④トラクター用草刈りアタッチメント
６件 2,202千円
（スマート農業機械）
・直進アシスト付き田植機 １件
500千円
・直進アシスト付きトラクター １件
500千円
・農業用ドローン ２件 1,000千円
・遠隔監視装置付乾燥機 ３件 1,500
千円

総事業費：7,430千円

概ね計画通り実施でき、生産拡大
につなげることができた。

スマート農業機械や省力化機
械を導入したことによる効果
を農家に伝える手段が必要と
感じた。

機械導入後の効果をアンケートで調査し、その結
果を市ホームページ等で周知することでさらなる
生産拡大、農作業の効率化を推進していく。

1481    B 有効

・農業人口の減少や高齢化のた
め、省力化・機械化は必要。
・免許が必要な機械に関して
は、免許の取得も支援できるよ
うな制度を検討していただきた
い。
・省力化・機械化による効果を
測るようなKPIも検討したほう
がよい。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書
リンドウ（作付面積）（ha）

出典：JA実績・R6計画
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小菊（作付面積）（ha）

出典：JA実績・R４計画
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アスパラガス（作付面積）（ha）

出典：JA実績・R6計画
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ミニトマト（作付面積）（ha）

出典：JA実績・R４計画
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キャベツ（作付面積）(ha)

出典：JA実績・R４計画
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菌床しいたけ（菌床数）

出典：JA実績・R４計画
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け                       （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ⑤ 農業振興

主要戦略 ② 新規就農の促進

担当分科会 第２分科会

検証順 2

担当部局 産業振興部

担当課 農業振興課

担当者 佐々木 和宏

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証
委）

有効性の判断理由、
その他意見等

農業次世代人材投資
事業

農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な力強い農業を実現するに
は、青年の新規就農者及び経営継承者を大幅に増加させる必要がある。
 新規就農や経営継承をするに当たっては、就農準備期間や就農直後の所得の
確保等が課題となっている

平成24年度より国の施策として新規就農者が軌道に乗るまで支
援を行うもの。経営開始から5年間の支援。
 平成27年度採択分より給付金額が変動制になった。前年度の
所得により給付金が変動し、個人の上限が1,500千円、夫婦の上
限が2,250千円。
 令和3年度採択分は経営開始１～３年は1,500千円、４～５年
は1,200千円となった。
 本事業の給付金交付はＲ７で終了となり、後継事業として経
営開始資金事業がある。

上期と同様、下期も遅滞なく給付
を行い、通年通して計画通りに執
行した。

総事業費：4,200千円

指標は達成しており、事業効果が
要因の一つと考えられる。

本事業はＲ７で給付金交付は終了する。 本事業の後継事業である、経営開始資金事業の活
用を推進していく。

1410    B 有効

・KPI達成してお
り、効果が見られ
る。

新規就農者等確保推
進事業

農業に従事する人材の確保・定着を図るため、就農希望者が就農に向け必要と
する各種支援情報を幅広く提供する必要がある。新規就農者等の確保、学生等
への就農の意識付けのため、関係機関と連携しＰＲを行う。
また、JA秋田しんせいが実施主体となり、市内外からの新規就農や複合経営を
図る既存農家を対象に、根圏制御栽培法によるシャインマスカットの栽培研修
を実施するにあたり、研修施設用ハウスの整備について支援を行う。

【①移住就農者の呼び込み活動の展開】
  首都圏等で開催される「新・農業人フェア」等へ出展し、
新規就農や移住に関する支援策について情報提供を行う。（由
利地域振興局共同事業）
  また、就農希望者に状況に応じて、WEB会議等により就農
相談を実施。
【②根圏制御栽培研修施設整備支援】
 対象経費：研修施設に必要なパイプハウス、かん水装置、果
樹棚、苗木等の取得費、
      材料費、工事費等一式
 補 助 額：事業費×１／２（予算の範囲内）

７月の豪雨災害のため、３回出展
／年の予定が１回となった。

総事業費：39千円

1回の出展だったが、目標の新規就
農者50人に対し、実績が58人と目
標を達成できた。

出展料がR8から値上げとなる。
R7：165,000円／1回
R8：220,000円／1回

市では就農FESTの出展料を負担しているが、県
では新農業人フェアの出展料を負担している。今
後は、県と出展料の負担について協議する。
新農業人フェア出展料：55,000円／1回 ※R8以
降は不明。

1436    B 有効

・新規就農や複合経
営のため、研修施設
の整備は有効。
・農業の体験をした
いという学生の一定
のニーズはあるの
で、多様なチャンネ
ルは必要。それは市
だけでなくJAにもお
願いしたい。

新規就農者育成総合
対策事業

農業従事者が減少する中、持続可能な力強い農業を実現するには、次世代を担
う農業者の育成・確保に向けた取組を総合的に講じていく必要がある。
【経営発展支援事業】
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、農業経営の発展のための
機械・施設等の導入を支援し農業への人材の一層の呼び込みと定着を図る。
【経営開始支援事業】
次世代を担う農業者となることを志向する経営開始直後の新規就農者に対し
て、経営開始資金を交付する。

【経営発展支援事業】
就農後の経営発展のため、機械・施設等の導入を支援する場
合、県支援分の２倍を国が支援
・補助対象事業費上限 1,000万円（経営開始資金交付対象者は
500万円）
・補助率 国１／２、県１／４

【経営開始支援事業】
新たに農業経営を開始する者に対して資金を助成
・補助率 国100％
・125,000円／月×12か月×最長3年（1,500,000円／年）

計画通りに執行した。

総事業費：26,532千円

指標は達成しており、新規就農者
の円滑な就農に寄与している。

経営開始資金事業は前年世帯収入600万円以下
要件があるため、該当にならない人もいる。

経営発展支援事業は、ポイント採択制のため、ポ
イントが少しでも多くなるように、要望者と協議
を行い、採択率を高める。
経営開始資金事業は、前年世帯収入600万円以下
要件があるが、超過して事業該当しない場合は、
経営発展支援事業の事業費上限額1,000万円とな
るので、そちらを最大限活用して自己負担を低減
する。
※経営開始資金事業が対象となった場合は、事業
費上限額500万円となる.

1467    B 有効

・採択率も高いとい
うことで、KPIの達
成に貢献していると
考えられる。

地域おこし協力隊設
置事業

西目市有地に造成されたりんご園地は、１８件の農家が市から借受けりんご栽
培しているが、高齢化により離農１件、近い将来の離農を希望している農家が
２件もいることから担い手不足が懸念されており、新たな後継者を探すことが
急務となっている。
また、果樹は新植から約４年は収益が出なく、後継者になり得る人材確保は大
変厳しいため、農業に関心のある人材を育成し、品質が良く評判の高い本市の
りんご生産を停滞させないことが必要。

担い手減少が著しい本市において、地域外の人材を積極的に受
け入れ、りんご農家等の協力を受けながら、果樹などの栽培技
術を学び、本市に定住・定着し、新規就農者として就農を目指
すことにより、後継者育成や由利地域の果樹産地活性化の効果
が期待出来るため、地域おこし協力隊制度を活用するもの。

【地域おこし協力隊・業務委託】 2名
・委託料    5,600千円
・活動費補助金 4,000千円

【地域おこし協力隊・業務委託】
１名

・委託料  3,192千円 （1名✕
266千円/12ヶ月）
・活動費補助金  1,762,562円

総事業費：5,192千円

地域おこし協力隊制度を活用し、
活動終了後の移住就農やイベント
出展等により、後継者育成や由利
地域の果樹産地活性化の効果が期
待できる。「蛇口からりんご
ジュース」事業を通じて、市内外
の各種イベントでPRを行い本市の
活性化に寄与している。

R５年度末で隊員１名（夫）が退任し、R６年
度は１名体制（妻）で活動を行ったが、自己都
合によりR6年度末で退任することとなった。技
術の習得にあたっては地元の果樹農家の協力も
あって対応できたが、移住定住に向けては地域
への溶け込みへの支援の充実を図っていく必要
がある。

令和６年度末で退任

1470    D 要改善

・定着のためには、
3年で独り立ちでき
るようなスキームづ
くりが必要。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

新規就農者（5ヵ年累計）（人増）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ⑤ 農業振興

主要戦略 ③ 多様な担い手の育成・確保

担当分科会 第２分科会

検証順 3

担当部局 産業振興部

担当課 農業振興課

担当者 佐々木 和宏

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

農業経営法人化支援総
合事業

農家の高齢化と担い手不足に伴う生産力低下、不作付地の拡大といった課題を克
服するため、集落営農の構造再編による経営強化や一戸一法人などの多様な担い
手の確保が急務となっている。

 農業経営相談所サテライト窓口の個別支援チーム（県・
市・農協等）により、農家等の経営体の相談や専門家の派遣
等を通じ、経営強化をはかり多様な担い手を確保育成する。
（事業費については、秋田県農業公社にて負担）

３件の法人設立を支援

総事業費：0千円

経営の安定化を図るための、一戸
一法人３件の設立を支援。地域の
農地の受け皿として、今後の農地
の集積、集約化が期待できる。

経営の安定化に向け、機械設
備等の更新や農地集約の支援
等を継続していく必要があ
る。

法人化を図る農家の経営理念や事業計画に応じ、
設立前に入念な打合せや適切な専門家派遣を行
う。

1451    A 非常に有効

・事業費０で、３つの法人が立
ち上がったことは効果が高いと
考えられる。
・やめていく農家の農地の有効
活用という点で有効だが、今後
はさらに拡大していくためにど
のような支援が必要かも検討し
ていただきたい。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

多様な担い手（経営体）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出 （２）重要業績評価指標（KPI）

目標項目 ⑦ 林業振興

主要戦略 ① 安定した林業経営の促進

担当分科会 第２分科会

検証順 4

担当部局 産業振興部

担当課 農山漁村振興課

担当者 小関公祥、齊藤秀輝

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

森林経営管理制度に伴
う森林整備

平成３１年４月より森林経営管理法が施行され、「森林経営管理制度」が始まっ
た。この制度は、経営管理が行われていない森林について、市町村が仲介役とな
り森林所有者と林業経営者を繋げるなど、適切な森林整備や森林経営を推進して
いくもの。高齢化や世代交代等により、森林整備が行き届いていない森林の適切
な管理や規模拡大を目指す林業経営者などが適切な森林経営を行っていくうえ
で、有効な事業である。

・森林所有者の意向調査及び事前アンケート
・森林情報、森林資源情報管理システム保守管理等
・経営管理権集積計画の作成
・林業経営に適さない森林の市による森林整備
・林業経営体による市補助金を活用した森林整備

「森林経営管理制度推進交付金」を活
用した集積計画の作成と保育間伐を実
施した。
・集積計画作成等 24.27ha
・保育間伐 28.75ha

総事業費：32,641千円

集積計画作成は昨年度以上に面積
を増加することができた。集積計
画を作成し、森林整備がじっしで
きなかった面積はＲ6年度に実施予
定である、

意向調査を実施し、所有者不
明森林が発覚した際、森林整
備を行えない場合がある。

今後も引き続き、意向調査等を行いながら森林経
営管理制度の周知を図り、合意形成が得られるよ
う努め、集積計画作成及び森林整備を進めてい
く。

1412    B 有効

・森林環境譲与税を活用した事
業については、高齢化等によっ
て森林の管理が困難になる中、
森林所有者は非常に助かってい
る。
・全体として有効であると考え
られるが、新規就業について
は、何が必要かという検討やよ
り一層の周知が必要。

市有林管理事業による
植栽

皆伐後の跡地は森林資源の公益的な機能（水源涵養・土砂災害防止）の維持増進
を図るため、再造林を行うこととしており、造林後も、市有財産の視点からの財
産価値を高め、将来の財政に寄与する上でも、下刈り等の適正な維持管理に努め
ていく必要がある。

・施業面積
 本荘 0.63ha、岩城 2.96ha、由利 2.73ha、大内 1.08ha、
東由利 9.16ha
・植栽本数 2,500本/ha

実施なし

総事業費：12,900千円

再造林を予定していた由利、東由
利地域が7月の豪雨により被災し、
植栽予定地までの市道、林道が通
行不可になったため実施できな
かった。

豪雨等の災害のため実施がで
きない等の天災による問題が
発生した。復旧の状況を見極
めて実施を検討する。

復旧の状況や木材価格の動向も注視しながら伐期
を迎える市有林について、皆伐・再造林を継続し
ていく。 1415    D 要改善

・豪雨災害により実施できな
かったのはやむを得ない。

松くい虫防除対策事業

森林病害虫（松くい虫）から森林を保全するため、駆除及びまん延を防止するた
めの防除を実施する必要があるため。

松くい虫防除対策として地上散布・樹幹注入・伐倒駆除を実
施する。
 補助対象事業費：72,732千円（負担割合 国50%、県
25%、市25%）
 ・地上散布 32,173千円 ・樹幹注入 28,494千円 ・
伐倒駆除 12,065千円
 市単独事業費：被害木調査 2,285千円

年度当初から計画していた、地上散
布、伐倒駆除、被害木調査概ね計画通
り実施することが出来たが、樹幹注入
は国庫補助金の配分の影響により、下
記数量に留まった。

○通年実績
・地上散布 17.27ha
・被害木調査
・樹幹注入 403本（ボトル本数）
・伐倒駆除 90.10㎥

総事業費：5,859千円

沿岸部を中心に松くい虫被害が現
在進行形で拡大している中、令和
６年度の伐倒駆除および樹幹注入
は昨年より増加した。

沿岸部を中心に松くい虫被害
が拡大している中、国庫補助
金が十分に配分されないた
め、樹幹注入対象木の薬効切
れや伐倒駆除が追いつかな
い。

松くい虫被害への対応としては、秋田県森づくり
税事業や森林環境譲与税による被害木処理も並行
して実施しており、本事業で実施している防除と
併せて、マツ林の保全に努める。

1417    D 要改善

・目標に対して実績が大きく悪
化してしまっている。
・薬剤に課題があるとのことな
ので、改善の必要があると考え
る。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

森林経営計画認定面積（ha）

出典：森林経営計画認定実績（市・県）（単年度）
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森林病害虫等伐倒駆除木材積（m3）

出典：施業実績（単年度）
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市有林の皆伐後の再造林面積（ha）

出典：施業実績（累計）
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施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

政令指定病害虫等防除
事業（ナラ枯れ対策事
業）

森林病害虫（カシノナガキクイムシ）から森林を保全するため、駆除及びまん延
を防止するための防除を実施する必要があるため。

ナラ枯れ対策として樹幹注入・伐倒駆除を実施する。
 補助対象事業費：34,335千円（負担割合 国50%、県
25%、市25%）
 ・樹幹注入 23,783千円 ・伐倒駆除 10,572千円
 市単独事業費：被害木調査 2,947千円

国庫補助金の配分の影響により、当初
の計画事業量に達することが出来な
かった。

○通年実績
・樹幹注入 820孔
・伐倒くん蒸 7.64㎥
・被害木調査

総事業費：1,948千円

ナラ枯れ被害は、例年実施してい
る対策効果もあり、拡大が抑えら
れていると思われる。国へ補助金
を要望しても、満額は付かない状
況であり、今後、被害が拡大した
場合の対応に不安がある。

なし。 引き続き、健全なナラ林を育成するために、樹幹
注入による予防対策に注力していく。

1418    B 有効

・被害の拡大が抑えられてい
る。

マツ林・ナラ林等景観
向上事業（水と緑の森
づくり税事業）

松くい虫やカシノナガキクイムシ被害等によるマツ及びナラ等の枯死被害が拡大
し、景観維持及び安全面から支障をきたしている。支障となる立木の調査・伐倒
処理をすることにより、被害拡大を防止し、健全な森林を守る必要があるため。

マツ林・ナラ林等景観向上事業（県補助100％）
 マツ林 毎木調査 200ha  伐倒処理 3,000m3
 ナラ林 毎木調査 200ha  伐倒処理 1,800m3

森林調査を実施した後、伐倒駆除を実
施した。

○通年実績
・マツ被害木伐倒駆除材積 302.14㎥

総事業費：10,609千円

マツ被害木の伐倒処理をすること
で、景観向上および倒木のおそれ
による通行者の安全の確保につな
がった。

松くい虫被害が拡大してお
り、伐倒処理の要望が多く寄
せられているが、予算や補助
要件の制約があり、すぐには
対応できない。

松くい虫被害箇所を早期に把握して、県への要望
に反映していく。

1420    B 有効

・再造林が追いついていない
が、まずは伐倒処理は可能な限
り行っている。

民有林造林促進事業の
嵩上げ補助

民有林の造林事業を支援することにより、森林の機能を増進し、地域林業の振興
を図る。

・民有林造林促進事業費補助金
 国・県の補助対象となった施業に対する嵩上げ補助
 施業種：植栽、下刈、雪起こし、枝打ち、除伐、保育間伐
 全体事業費 365,355千円（市単独）
 市負担率： 7％（搬出間伐：R2まで5%）
・間伐材搬出促進事業費補助金
 間伐材の搬出経費に対する補助
 定額補助（材積１立方メートル当たり600円）
 

・下刈り       316.37ha
5,783千円
・枝打ち       58.52ha
1,085千円
・除伐         38.97ha
732千円
・人工造林     92.41ha 10,980
千円
・雪起こし       181.96ha
2,911千円
・保育間伐       12.96ha
102千円
・更新伐        17.10ha
1,160千円
・森林作業道    18,522ｍ   2,925
千円

総事業費：42,939千円

県内の他市町村と比較して、本市
は国有林が少ないため、林業事業
体の仕事は民有林整備が主となっ
ており、本事業は林業事業体の経
営を安定させ、雇用確保に繋がる
ものである。

なし。 今後も市の嵩上げ補助及び間伐材搬出補助を行
い、造林施業を促進し、林業の活性化を図ってい
く。

1421    B 有効

・森林環境譲与税を活用した事
業については、高齢化等によっ
て森林の管理が困難になる中、
森林所有者は非常に助かってい
る。
・全体として有効であると考え
られるが、新規就業について
は、何が必要かという検討やよ
り一層の周知が必要。

森林航空レーザ測量事
業

平成３１年４月より森林経営管理法が施行され、「森林経営管理制度」が始まっ
た。この制度は、適切な森林整備や森林経営を推進していくものであり、制度を
円滑に進めていくために、森林の境界明確化や森林資源情報の把握・路網設計が
必要なことから、市内森林の航空レーザ測量及び森林資源解析を実施する。

・市内全域の森林のレーザ測量及び森林資源解析の実施
 民有林 70,261ha

・航空レーザ計測面積 201.52km2
・森林資源情報解析面積 149.57km2

総事業費：66,911千円

航空レーザ計測の成果について、
森林資源解析システムは令和4年度
から導入し、約5割の森林資源の解
析が終了した。
解析成果を活用し、森林・林業の
活性化に繋げたい。

航空レーザ計測・森林情報解
析により、現況の森林状況を
現地に行かずとも把握するこ
とができるようになり、森林
整備を進める上で大いに活用
できると考えているが、森林
の未相続地域や未国調地域の
森林整備については、時間を
要すると思われる。

森林所有者に対し、航空レーザ計測・森林資源情
報解析の結果に基づき、森林経営計画が策定され
ていくよう促していく。

1425    B 有効

・森林環境譲与税を活用した事
業については、高齢化等によっ
て森林の管理が困難になる中、
森林所有者は非常に助かってい
る。
・全体として有効であると考え
られるが、新規就業について
は、何が必要かという検討やよ
り一層の周知が必要。

林業就業者確保対策事
業

平成３１年４月より森林経営管理法が施行され、令和元年度から森林環境譲与税
が市に譲与されている。
 今後、森林経営管理制度に伴う民有林整備を進めていくうえで、担い手の確
保・育成が重要であることから、林業事業体への新規就業者数の増加及び林業技
術向上を図るため、新規就業者の確保・育成に係る経費等に対し、森林環境譲与
税を財源とする補助制度を創設する。

・林業就業者確保対策事業費補助金
 市内林業事業体への就職に繋げるため、林業大学生が市内
林業事業体のインターンシップに参加する場合に自宅からの
交通費に助成。
 市内林業事業体への新規就業者（職務内容：林業技術者・
作業者）へ給付金を支給。
 市内林業事業体へ新規就業者の指導費として給付金を支
給。
 市外の林業従事者が市内に住民登録し、住宅を借りた場合
の家賃を一部補助。
・就業体験保険料
 移住希望などで、林業事業体で就業体験する場合の保険料
を市で負担。

・林業就業体験保険料 0件
・インターンシップ交通費助成 0件
・新規就業者等指導  0件
・新規就業者へ給付 10件 3,618千
円
・新規就業者への指導費として給付 3
件 3,000千円

総事業費：4,391千円

インターンシップの参加者はいな
かったが、インターンシップ参加
者以外の新規就業者に対しては前
年度を超える支援をすることがで
きた。

就職に繋げることができても
数年で離職とならないような
対策が必要である。

継続して事業を進め、林業就業者の確保に繋げて
いく。

1473    B 有効

・森林環境譲与税を活用した事
業については、高齢化等によっ
て森林の管理が困難になる中、
森林所有者は非常に助かってい
る。
・全体として有効であると考え
られるが、新規就業について
は、何が必要かという検討やよ
り一層の周知が必要。

再造林支援事業

皆伐期（５０林齢以上）を迎えた山林が多くある本市では、今後再造林面積が増
えていくことが予想され、植栽作業の省力化を図っていく必要がある。したがっ
て、従来の裸苗から植栽作業の省力化が見込めるコンテナ苗へのシフトを促すた
めに、供給量の増加を図る。

・再造林支援事業費補助金
 コンテナ苗の出荷本数１本あたりの定額助成を実施し、コ
ンテナ苗の増産に繋がる設備投資等を支援する。
 また、植栽作業の労働負担軽減及び作業能率向上のための
アシスト機械導入に対して支援する。

コンテナ苗生産・出荷数 144,758株
補助金額 4,342千円

総事業費：5,400千円

スギ苗生産者の意欲向上と生産量
の増加に繋がっていると感じる。

裸苗に比べ、コンテナ苗は価
格が高いためことが難点であ
り、支援することで将来的に
価格に反映することができれ
ばと考えている。

市内の再造林面積を賄えるだけの苗を生産できて
いないため、すべて由利本荘市産の苗木で再造林
ができるよう支援していきたい。

1486    B 有効

・森林環境譲与税を活用した事
業については、高齢化等によっ
て森林の管理が困難になる中、
森林所有者は非常に助かってい
る。
・全体として有効であると考え
られるが、新規就業について
は、何が必要かという検討やよ
り一層の周知が必要。



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ⑧ 漁業振興

主要戦略 ① 漁業経営基盤の強化の促進

担当分科会 第２分科会

検証順 5

担当部局 産業振興部

担当課 農山漁村振興課

担当者 齋藤壮貴

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

水産物供給基盤機能
保全事業（道川漁
港）

平成26年度に方針設定、現況把握、機能診断、保全対策の検討という一連の検
討過程を経て、機能保全計画の策定を行い、その計画に基づき漁港施設の保全対
策を実施するとともに、定期的な点検によるモニタリングを行い、効率的な維
持・管理をすることで施設の長寿命化を図る。

漁港施設機能保全事業（事業年度：R2～R7)
 全体事業費 439,580千円（負担割合：国
50%、市50%）
  場所：由利本荘市岩城内道川字新鶴潟地
先
  内容：漁港施設の機能保全

   機能保全計画の見直しに対する認可
が下りず、発注予定であった機能保全
工事は未着手の状態。

総事業費：6,400千円

 災害等の異常気象の影響により
漁獲量が減少したものと捉えてい
る。

   機能保全計画の見直しに対
する認可が下りず、発注予定
であった機能保全工事は未着
手の状態。

・持続的な漁業活動のため、今後も長寿命化計画
に基づいた保全対策工事を実施し、ライフサイク
ルコストを縮小した施設の維持管理を行っていく
必要がある。 411    C やや有効

・この事業はまだ途中経過であ
り、これが完成してからKPIに
どれくらい貢献したか検証する
性質のものだと思われる。
・漁業者に対する支援も必要で
ないか。

水産物供給基盤機能
保全事業（西目漁
港）

平成28年度に方針設定、漁港施設の現況把握、機能診断、保全対策の検討とい
う一連の検討過程を経て、機能保全計画の策定を行い、その計画に基づき漁港施
設の保全対策を実施するとともに、定期的な点検によるモニタリングを行い、効
率的な維持・管理をすることで施設の長寿命化を図る。

漁港施設機能保全事業（事業年度：R2～R7）
 全体事業費 631,000千円（負担割合：国
50%、市50%）
  場所：由利本荘市西目町出戸字浜山地先
  内容：漁港施設の機能保全

機能保全工事
・浚渫V＝5,530㎥
・被覆防食A＝124㎡

総事業費：93,800千円

本漁港を含む漁獲量については、
昨年の災害の影響により低下した
ものと捉えている。

・成果指標を達成するため、
引続き変状が確認された施設
について、保全対策していく
ことが必要。

・持続的な漁業活動のため、今後も長寿命化計画
に基づいた保全対策工事を実施し、ライフサイク
ルコストを縮小した施設の維持管理を行ってい
く。 413    C やや有効

・この事業はまだ途中経過であ
り、これが完成してからKPIに
どれくらい貢献したか検証する
性質のものだと思われる。
・漁業者に対する支援も必要で
ないか。

漁港施設適正管理推
進事業

松ヶ崎漁港においては水域施設が漂砂により著しく埋没しており、度々漁船の航
行に支障を来している現状である。
これまで必要最小限の浚渫を継続してきたが、全額一般財源により実施してお
り、市の財政を非常に圧迫している。また、浚渫土の漁港区域内処理には限界が
来ており、区域外搬出も考慮すると、今後は更なる維持管理経費が発生する見込
みである。
このことから、漁船の安全操業確保ならびに維持管理経費増大の抑制は喫緊の課
題であり、本事業により効率的な対策を行うことで今後の必要経費を縮減しつつ
水域施設の機能保全を図る。

漁港施設適正管理推進事業（事業年度：R6～
R8)
 全体事業費 205,000千円
  場所：由利本荘市松ヶ崎字西離山地先
松ヶ崎漁港
  内容：水域施設の機能保全

測量設計業務委託N＝一式

総事業費：5,000千円

漁船の安全操業確保（入出港）が
図られ、維持管理経費増大を抑制
する事ができる。

特になし 計画的な浚渫・処分を行い航路を確保する。

424    C やや有効

・この事業はまだ途中経過であ
り、これが完成してからKPIに
どれくらい貢献したか検証する
性質のものだと思われる。
・漁業者に対する支援も必要で
ないか。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

漁獲量（トン）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造

目標項目 ① 結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援

主要戦略 ⑤ 少子化対策と定住促進を支援する環境の充実

担当分科会 第２分科会

検証順 6

担当部局 市民生活部、健康福祉部

担当課 市民課、健康づくり課

担当者 坂爪孝、冨田和優美

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

福祉医療費市単独拡
大事業（県補助の福
祉医療費支給事業を
含む）

・子育て支援の一環として、安心して子どもを産み育てられる環境づくりを推
進する。
・障がいを持っている方の心身の健康の保持と生活の安定を図る。
これらを実現するため、福祉医療費制度によって、乳幼児及び小中高生等・ひ
とり親家庭の児童・高齢身体障害者・重度心身障害（児）者の医療費を助成
し、経済的負担を軽減させる。
なお、秋田県が定めている福祉医療費制度は、ひとり親家庭の児童・高齢身体
障害者・重度心身障害（児）者について医療費自己負担無料としているが、乳
幼児及び小中高生等について一部自己負担を設けている。由利本荘市では乳幼
児及び小中高生等の医療費自己負担が無料となるよう、独自の「市単独拡大事
業」を実施し、経済的負担の軽減につながっている。

対象となる受給者へ受給者証を交付し、医療費自己負担分の助成
を行う。

【市単独拡大事業内容】
・一部自己負担分（自己負担割合の1/2負担、上限1,000円／レセ
プト）撤廃
※令和３年10月診療分より、高校生世代にも上記の「市単独拡大
事業」を適用開始。
※令和６年８月診療分より、市単独拡大事業として実施してきた
「高校生世代までの対象年齢拡大」、「所得制限撤廃」は県制度
として実施。

市単独拡大事業として、高校生世代ま
での医療費自己負担分の助成を継続し
た。

総事業費：614,452千円

制度周知により市単独拡大事業の認知度が高まり、子
育て家庭の経済的負担の更なる軽減を図ることが出来
た。

適正受診等を呼びかけ、本事業を安定的
に継続実施する必要がある。

これまで同様、広報や市ＨＰ、受給者証更新時の周知や窓口
周知を継続実施する。

1202
   B 有効

・他市でも同様の事業を行って
きているが、本市では長年の実
績がある。
・課題に挙げているように適正
受診の検証も必要でないかとい
う考えもあるが、判断は難しい
と思う。

乳幼児健診・妊産婦
健診・不妊治療等助
成事業

・子どもを産み育てやすい環境づくりを推進するため、妊娠・出産・子育て等
を支え健やかな成長を支援する体制及び支援の充実を図る。
・妊婦健康診査の費用助成や不妊症及び不育症に関わる治療を受ける夫婦に対
し、治療に要する費用の一部を助成することにより、妊娠及び出産を支援する
とともに、経済的、精神的な負担の軽減を図る。

・妊産婦健診等への助成
・乳幼児健診等（4か月児・7か月児・10か月児・1歳6か月児・2
歳児（歯科）・3歳児健診・5歳児健康相談）の実施
・要支援者等への相談・訪問事業
・不妊治療費等助成（特定不妊治療・一般不妊治療・不育症治
療）

妊産婦健診、乳幼児健診等母子保健事
業は計画通りの実施ができた。
妊婦一般健診 延3,396人
乳幼児健診受診率 4か月児健診
99.6%、7か月児健診97.9%、10か月児
健診98.9%、1歳6か月児健診99.7%、3
歳児健診99.7%
臨床心理士相談会19人
特定不妊治療38組、一般不妊治療46
組、不育症治療0組
総事業費：52,075千円

成果指標は目標値を下回っていたが、各種事業を展開
し、妊産婦・乳幼児の健康増進を支援するとともに、
経済的・精神的負担の軽減につながる支援ができたと
考える。

R6年度より、幼児健診（1歳6か月、3
歳）が、2月に1回の開催となり、1回の対
象人数が増えたことによる、待ち時間の
短縮や混雑時の対応が必要であった。

幼児健診については、受付時間や会場配置、健診の流れなど
工夫をしながら、受診者の負担を軽減できるようにしてい
く。

1305    A 非常に有効

・乳幼児健診の定着率が非常に
高く、ほぼ全員がしっかり健診
を受けている状況にある。他の
自治体と比較しても高いのでは
ないか。

任意予防接種（小児
妊婦インフルエン
ザ・おたふくかぜ）
助成事業

予防接種には、法律に基づいて市区町村が主体となって実施する定期接種と、
希望者が各自で受ける任意接種がある。感染症予防および経済的な負担の軽減
を目的として費用を助成し、子どもを安心して産み育てる環境の充実を図る。

予防接種法に基づく乳幼児・児童生徒の各種予防接種(A類疾病)
については、全額助成にて県内広域委託契約による協力医療機関
での実施している。任意予防接種である小児・妊婦インフルエン
ザについては令和元年度より一部助成を開始。おたふくかぜにつ
いて、令和３年度より一部助成を開始している。

インフルエンザワクチン接種・おたふ
くかぜワクチンについて広報やＨＰ、
ちらし等で周知を図った。R6年度より
満2歳～中学生までのインフルエンザ
ワクチンに経鼻弱毒生インフルエンザ
ワクチンが助成対象に追加。
小児・妊婦インフルエンザ接種率
・乳幼児：53.7％
・小中学生：45.2％
・妊婦：20.0％
おたふくかぜワクチン接種率
・１回目（１歳～２歳未満）：87.3％
・２回目（5歳～７歳未満）：84.9

総事業費173,859千円

Ｒ5年度と比較し乳幼児・妊婦は接種率は減少したが、
小中学生は接種率が増加した。接種ワクチンに経鼻弱
毒生インフルエンザワクチンが増えたことにより、接
種が１回で完了できるため接種負担の軽減がされ、小
中学生の接種率が増加した要因として考えられる。
おたふくかぜについては、80％を超える高い接種率と
なっていると考える。

流行状況や社会情勢等が影響される。
任意接種のため定期接種よりも接種に対
する意識が低いため、接種による感染防
止などの利点を理解してもらう必要があ
る。

感染症予防および経済的な負担の軽減のため、事業を継続し
ていく。

1306    B 有効

・鼻から接種するワクチンを対
象にしたことは良い。対象にし
ていない自治体もある。
・ただし、鼻から接種するワク
チンは価格が高いので、補助率
の検討を。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

受給者抽出アンケートによる単独拡大事業の認知度（％）

出典：アンケート結果による
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アンケートは
隔年実施

小児妊婦インフルエンザワクチン助成事業での接種率（乳幼児）（％）

出典：実績による
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小児妊婦インフルエンザワクチン助成事業での接種率（小中学生）（％）

出典：実績による
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小児妊婦インフルエンザワクチン助成事業での接種率（妊婦）（％）

出典：実績による
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子育て満足度（％）

出典：アンケート結果による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け                   （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造

目標項目 ① 結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援

主要戦略 ④ 子育て情報提供の充実

担当分科会 第2分科会

検証順 7

担当部局 健康福祉部

担当課 健康づくり課

担当者 冨田和優美

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

子育て支援アプリ
（オンライン相談）
事業

こども未来課において子育て支援サイト「ママフレ(Web・アプリ)」(契約期間
H30.4.1～R5.3.31）を導入し、子育てに関する情報を発信していたが、登録者
数※の伸び悩みや、子育て情報が広く周知できていない問題があった。事業の
見直しを行い、R5年度より担当課→健康づくり課へ変更。
「子育ての喜びあふれるまちづくり」に向けて、子育て支援の充実や相談体制
の強化など、子どもを育てやすい環境の整備を図るため、子育て世代が少しで
も便利に、そして安心して子育てができるよう母子健康手帳のデータ管理や子
育て支援情報の受信、オンライン相談などができる、母子手帳アプリを導入。
DXの推進と、子育て世代の利便性向上を図っていく。

令和5年4月より、母子手帳アプリ「子育て支援アプリふぁ
みりあ」の導入開始。同年5月より同アプリを利用したオン
ライン相談も開始。

上期以降も妊産婦との面談の場面等で
アプリ登録を促した。登録者数は912
人と増えている。
助産師の出演する子育て動画を4種類
作成して、令和7年2月に当アプリ内で
公開している。

総事業費：792千円

成果指標であるアプリ登録者数は
目標を大きく上回った。 面談等
の場面での周知効果と思われる。
更なる登録者数増加のため、ま
た、アプリ内容がマンネリ化しな
いよう、自作で動画を作成しアプ
リ限定で公開する工夫を行った。

登録者が登録のみに留まら
ず、アプリ機能を活用しても
らうため、アプリ内容のマン
ネリ化を防ぐ工夫がさらに必
要である。

他自治体のアプリ利活用事例等を参考にしながら、子育て世
帯が利便性、必要性を感じることができるようアプリ内容を
精査し、更新を図っていく。
アプリを使う動機となるように、対象となる登録者にダイレ
クトに情報が発信される「個別のお知らせ機能」を活用して
いく。

1329    A 非常に有効

・動画は非常に有効ではない
か。
・プッシュ機能も非常に良い。
・市の公式SNSとも連携して、
ママになる前の人にも、市では
こんな便利な取り組みを行って
いるということを周知していた
だきたい。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

アプリ登録ユーザー数（人）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造 （２）重要業績評価指標（KPI）

目標項目 ① 結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援

主要戦略 ⑥ 安心して出産・子育てできる環境づくり

担当分科会

検証順

担当部局

担当課

担当者

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

出産・子育て応援給
付金事業（伴走型相
談支援）

核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊
婦・子育て家庭も少なくない。特に未就園児が多い0～2歳児のいる子育て家庭
では、利用できるサービスに限りがあり子育ての負担感や孤立感につながりや
すい。
このため、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境整備
が必要と考える。

妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に
応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴
走型の相談支援を充実させる。

子育て支援アプリふぁみりあ 登録者 912人
オンライン相談者 1人
①妊娠届出時面談 278件②妊娠後期支援事業 241件③赤
ちゃん訪問 271件
「出産・育児の見通しを立てるための面談」や「継続的な
情報発信」を行い、必要な支援につないだ。

総事業費：548千円

妊産婦やその家族に向けて、面談や情報発信をおこ
なっているが、成果指標は目標を下回った。
オンライン相談は、面談方法の一つの位置づけ。必要
な方に、引き続き利用を呼びかけていく。
伴走型相談支援にかかる①妊娠届出時②妊娠後期③乳
児訪問はほぼ全員面談を実施し、切れ目のない支援を
行っている。

引き続き伴走型相談支援を行い、必要時
支援につなぐ。

引き続き、妊娠～出産・育児等の見通しを立てるための面談
や、継続的な情報発信を行うことで伴走型相談支援体制を継
続していく。

1349    B 有効

・切れ目なく支援を行うことが
できている。

子育て世代包括支援
センター事業

子育て中の保護者の約４割が悩みや不安を抱えている。安心して妊娠・出産・
育児ができるよう保健師や助産師等が、関係機関と連携し妊娠期から子育て期
にわたるまで切れ目のない包括的な支援を実施することが重要である。特に妊
産婦への支援の強化・充実を図り、妊娠期、早期からの関わりが、育児不安の
解消、しいては乳幼児虐待の予防につながると考える。

妊娠から子育て期までを切れ目なく支援する「子育
て世代包括支援センター」の機能の充実

母子手帳交付時面談278件、妊娠後期相談241件、臨床心理
士相談19件、助産師相談145件の実績。
産前・産後教室や子育て相談会、助産師相談等も計画通り
実施できた。
要支援妊産婦等の支援も医療機関と情報共有を行いながら
早期介入・早期支援を実施した。

総事業費：2,449千円

妊産婦やその家族に向けて妊娠期からの切れ目のない
伴走型相談支援を行っているが、成果指標は目標を下
回っている。
妊娠中からの子育て支援事業の様式を用いることで、
医療機関と早期に情報共有が可能となり、対象者への
早期支援を実施できた。

事業に参加した方々の満足度は高く、リ
ピーターに繋がっている。
子育て包括の事業を知らない人や教室等
事業の参加に至っていない人たちへの周
知の強化が引き続き必要。

乳児訪問等で気になる対象には個別で事業への参加を勧誘し
ている。そこから参加につながる方もいるので引き続き個別
支援を継続していく。

1333    B 有効

・必要な子育て支援のひとつと
考えられる。
・教室については、プレパパの
参加も多いということで、良い
事業である。

出産・子育て応援交
付金給付事業（給
付）

核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊
婦・子育て家庭も少なくない。特に未就園児が多い0～2歳児のいる子育て家庭
では、利用できるサービスに限りがあり子育ての負担感や孤立感につながりや
すい。
このため、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境整備
が必要と考える。

妊娠届出時より妊婦や特に０歳から２歳の低年齢期
の子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通しを
立てるための面談や継続的な情報発信等を行うこと
を通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実
を図るとともに、妊娠届出や出産届出を行った妊婦
等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て
支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支援を一
体として実施する。

対象者にも支給は滞りなく支給できたが、R7から再度、国
の補助金スキーム変更となり、年度末を境として旧事業・
新事業の対象者の整理が難しく、予算要求も煩雑となっ
た。

R6通常：
出産応援（母） 275人 子育て応援（出生数） 264人

総事業費：27,384千円

R7.2に実施した『こども子育て支援事業計画』に伴う
アンケート調査では、『子育てに出費がかさむ』とし
た回答が、61.5％を占めていた。給付金は、本給付の
みならず、児童手当など多種あるが、昨今の物価高騰
の影響を少なくする上でも効果的な施策展開が必要で
あると分析する。

国では、R7.4から補助制度変更としてい
るため、これまでの手順を再構築する必
要がある。

前述どおり、国補助制度がR7.4から変更となったことから、
その制度概要に合わせ周知や実施方法を再構築する。

1347    B 有効

・企業に勤めている方であれば
産休中の収入もある程度補償さ
れるが、自営業の方に対する補
償も検討できれば。
・この事業については国の制度
に則り実施ということで有効と
考えられる。

冨田和優美、種村誠、梶原百合絵

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

第２分科会

8

健康福祉部

健康づくり課、こども未来課

子育て満足度（％）

出典：アンケート結果による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造

目標項目 ① 結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援

主要戦略 ③ 子育て環境の整備

担当分科会 第２分科会

検証順 9

担当部局 健康福祉部

担当課 こども未来課

担当者 種村誠、藤内大輔

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

市内遊具整備事業

親子で楽しめる公園を整備は、子育て世代からの要望が多い。安全に公園を利用
するためには遊具の整備は不可欠である。

児童遊園地設置遊具の保守点検及び整備と、管理する町内会
との連絡調整。

Ｒ６：３６カ所９１基の点検整備を実
施。（修繕箇所３カ所、３基。撤去箇
所３カ所３基。）

総事業費：2,619千円

市内全域の児童遊園内の遊具を点
検整備することにより、利用者の
安全確保につながった。

少子化の進行に伴い、費用対
効果を見ながらの維持管理を
進め、老朽化や基準を満たさ
ない遊具の撤去が必要であ
る。また、底地が私有地や神
社などもあり、老朽化に伴う
撤去時期を見定める必要があ
る。

①継続的に点検整備を実施するとともに、町内会
等から遊具の危険箇所等連絡があれば安全に使用
できる遊具の確保に努めながら適宜対処を行う。

②市内の人口動態（遊具のある町内の児童数）を
踏まえながら、修繕または撤去についてを該当す
る町内と協議していく。

③子育て環境の充実を図る観点から、撤去のみで
なく、既存遊具の長寿命化に繋がる修繕の実施。

1332    C やや有効

・温暖化やクマの問題など、将
来的には屋内で遊べる場所の検
討が必要では。
・公園を所管する課等も含めて
全体として方向性を検討するこ
とが必要。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

市内全域の児童遊園内の遊具（使用可能整備率）（％）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造

目標項目 ① 結婚から子育て等にわたる切れ目のない支援

主要戦略 ⑧ こどもプラザの運営

担当分科会 第２分科会

検証順 10

担当部局 健康福祉部

担当課 こども未来課

担当者 大場艶紀

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

こどもプラザ運営事業

本荘中央児童館の老朽化による建替を契機に、市の中核となる児童館機能を備え
た複合施設として建設された。

子育て親子への遊びの場・交流の場の提供
子育て関連情報の発信（WEBサイト、SNS等）
企画催し物の実施
子育てに関する相談窓口として各専門機関へのつなぎの役割
を担う

・年齢や興味に応じた遊びが楽しめる
よう環境の整備、棲み分けなどに配慮
することで、安全に過ごすことが出来
た。  ・子育てサークルへの訪問の
指示を行うことで、サークルの活動内
容に興味を持つ来館者の姿の姿もみら
れた。

総事業費：10,977千円

出生数の減少もあり未就園児の利
用が減った。そのため、全体数と
して1.8％減少しているが、小中学
生の利用は増えている。
イベントへの参加人数も増加して
いる。

・実際に利用する年齢層の幅
が広がり、安全安心に館内利
用が出来るように棲み分け、
遊具の配置などの配慮が必
要。
・事前予約の必要な事業など
は参加申込みが少ない傾向に
ある。

・小中学生の利用が増えてきているので幅広い年
齢層が共存しながら、利用しやすい環境作りを心
がけて行きたい。
・予約の必要の無い独自事業なども開催を増やし
て行くようにする。

1331    B 有効

・小学生の利用が増えていると
いうことで、子ども同士の遊び
場、居場所という機能を果たし
ている。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

こどもプラザ利用者数（人）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け

基本目標 ４ ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生

目標項目 ① 地域コミュニティの再生

主要戦略 ④ 地域資源の保存と利活用

担当分科会 第２分科会

検証順 11

担当部局 観光文化スポーツ部

担当課 文化・スポーツ課

担当者 木内崇

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

木のおもちゃ館整備事
業

地域経済の活性化対策として注目されているのが、「地域資源を活用した一次産
業の活性化」であり、その中でも林業は、木材価格の低迷や後継者不足による山
の荒廃など、多くの課題を抱えているものの、大きな可能性を秘めた事業と言わ
れています。この豊富な木材資源を暮らしの空間に取り入れ、机、いす、おも
ちゃとして製品化など、新たな「ものづくり」を通した職人の育成、働く場の創
出を図ることにより、地域木材産業の活性化等に繋げていくことが重要と考えま
す。また、やさしい肌触りの「木のおもちゃ」や「木製遊具」は、人の心を解き
ほぐす力を秘めており、高齢者や子どもとの豊かなコミュニケーション作りにも
効果があると言われています。自然との関わりの学習、年代を超えた「多世代交
流」機会の増進など、感性豊かな子どもを育む環境づくりを図る。

 年次計画による鳥海山木のおもちゃ館の施設
整備（修繕等）

もりのあそびば桟敷床下の補強実施。
雨漏り箇所を優先して屋根瓦修繕を実
施。
キツツキ穴の修繕を3月に実施。
屋根瓦修繕を3月に一部実施。

総事業費：2,500千円

鳥海山木のおもちゃ館は、多くの
来館者で賑わっているが、国登録
有形文化財の老朽化した建物であ
ることから床や壁の損傷が著しい
状況である。来館者が安心安全に
楽しんで利用していただくため
に、床や壁、天井などを優先して
修繕する必要がある。

外壁への鳥による穴開け被害
が治まらず、補修を繰り返し
行っているが、穴が空いたま
まだと蜂が巣を作ったり、害
獣が侵入するため、適宜対応
が必要となる。
森林に囲まれた環境のため、
蜂の駆除などにも労力を要し
ている。また、ネズミの侵入
も確認されている。
あゆの森公園の管理も一連し
て行っていく必要がある。

国登録有形文化財であり、外観等の修繕には配慮
が必要。
暴風雪被害等により、予期せぬ瓦の落下などのほ
か、腐食による雨漏り箇所も発生しており修繕が
増加する恐れがある。
あゆの森公園関係も一体的に管理、修繕を行って
いく必要がある。
また、入館者が安全安心に利用できるよう、感染
対策にも適応した施設整備（空調機器等の増設、
除菌防菌用具）や遊具の安全管理が必要。

1839    B 有効

・市内外から多くの利用者がある施
設であり、必要な修繕である。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

（２）重要業績評価指標 旧鮎川小校舎棟老朽化対策事業達成率（％）
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け  （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ４ ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生

目標項目 ① 地域コミュニティの再生

主要戦略 ⑦ 地域防災力の強化による安全・安心なまちづくり

担当分科会 第3分科会

検証順 12

担当部局 総務部

担当課 危機管理課

担当者 石塚環

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

むこう三軒両隣・た
すけあい事業

災害犠牲者の多くが高齢者や障害者となっており、このような「災害時避難行動
要支援者」の”実効性のある避難計画(個別避難計画)”の作成が自治体の急務と
なっている。
しかし、本市においては、自主防災組織が形骸化し、市全体が防災意識が高いと
言えない状況。また、救助支援者の負担感などから、個別避難計画の策定が進ん
でいない。
防災に関する「出前講座」や「わがまち防災会議」の開催で市民の防災意識の向
上を図ると共に、会議の中で「個別避難計画」を策定し、計画に基づいた避難訓
練の実施により自主防災組織や町内会の防災活動を活発化し、防災活動をきっか
けとした地域の絆づくり、地域コミュニティの活性化を目指す。

１．防災意識の醸成
  ・出前講座の開催提案
・総合防災訓練等への住民参加
２．「わがまち防災会議」の開催
  ・防災を町内課題として位置付け、協
議できる場の設定
  ・わがまち防災会議の中でむこう三軒
両隣で助け合う「個別避難計画」の策定
３．「個別避難計画」作成優先度の高い地
域の洗い出し
  ・地図情報システムを改修し、ハザー
ド情報と要支援者の居住区との重なりから
   個別避難計画の作成優先度を決める
４．防災行政無線テレホンサービス導入
  ・防災行政無線難聴地区対策としてテ
レホンサービスを導入

モデルケースとなる２町内に宅配講座
を実施し、地域で発生する可能性のあ
る自然災害や避難行動要支援者に対す
る避難支援の大切さについて理解して
いただき、それぞれの地域でわがまち
防災会議を開催し、個別避難計画の作
成の取組につなげている。
また、令和７年３月には、個別避難計
画作成への理解を進めるためのワーク
ショップを本荘地域の５町内に対して
開催し、あらたにモデルケースとなる
町内の足がかりとした。

総事業費：906千円

近年の大雨災害の影響もあって
か、町内会以外にも学校関係、福
祉事業所などからの宅配講座の依
頼が増加しており、市域において
防災や避難行動に関しての関心が
高まっていると思われる。

むこう三軒両隣・たすけあい
事業は、平常時の自主防災組
織の活動が活発な地域におい
ては、比較的取組易いものと
考えられるが、地域によって
は自主防災活動はもとい、町
内会の活動が活発でない地域
では近所同士の付き合いも希
薄になっており、本事業への
取組は難しいものと思われ
る。

庁内での事業の横展開。防災＋福祉＋保健＋消防
との連携が必要。むこう三軒両隣・たすけあい事
業は、自主防災組織が主体となり、個別避難計画
を作成していく事業ではあるが、今後は避難行動
要支援者本人に近い関係のある福祉や保健関係の
部署等から、個別避難計画の作成を働きかけても
らい、個人から自主防災組織へのつながりを作
り、地域全体で避難支援を行う気運を作ってい
き、むこう三軒両隣・たすけあい事業につなげ
る。

1003
   B 有効

・切れ目のない組織の構築が必
要だが、町内会に入っていない
住民をどうするかということも
課題。
・身近な範囲での防災意識の向
上には有効と考えられるため、
さらなる後押しを。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

わがまち防災会議開催件数（件）

出典：実績による
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KPIを新設（R6.3）



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け

基本目標 ４ ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生

目標項目 ③ インフラ整備

主要戦略 ② まちの顔となる交通結節点の機能強化

担当分科会 第２分科会

検証順 13

担当部局 建設部

担当課 都市計画課

担当者 齋藤明人

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

停車場東口線道路整備
事業

 ＪＲ羽後本荘駅及び駅周辺の拠点機能の強化及び東側と西側の連携機能強化を
図る。
また、景観に配慮し、ユニバーサルデザインやバリアフリーによる人に優しい玄
関口として鉄道とバス、タクシーなどを結ぶ交通結節機能の強化を図り、公共交
通機関の利用増加を図る。

・停車場東口線：延長Ｌ＝３４０ｍ、幅員Ｗ＝９．５ｍ（暫
定幅員）

用地･補償交渉、実施中
用地購入及び移転補償、実施中

総事業費：133,742千円

予定していた用地補償交渉は全て
実施。一部補償交渉の難航により
契約締結未実施。

交渉難航により、年度内の契
約締結ができなかったが、交
渉を重ね、概ね了承してもら
えたが、限られた課員による
対面での用地交渉のため、日
程調整に苦慮し時間を要し
た。

用地交渉が必要な事業が減少しており、職員の経
験不足が懸念される。研修などスキルアップが必
要。

632    B 有効

・東パイパスへのアクセスの向
上は待ち望んだことではある
が、東バイパスの賑わいにかげ
りが見られる。もう少し早けれ
ばより効果が高かったのではな
いか。
・拡幅が完了後の活性化策の検
討を。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

（２）重要業績評価指標（KPI）

羽後本荘駅前広場の通行者数増加（人）
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 １ 産業集積の強靱化と雇用創出

目標項目 ② 観光産業の振興

主要戦略 ① 観光資源の活用と観光振興のための環境整備

担当分科会 第3分科会

検証順 1

担当部局 観光文化スポーツ部

担当課 観光振興課

担当者 大友長栄

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

鳥海山・飛島ジオ
パーク推進事業

平成24年3月のにかほ市議会における提起を契機
に、にかほ市、由利本荘市、酒田市、遊佐町の３
市１町での協議が進められてきた。平成26年8月
に鳥海山・飛島ジオパーク構想推進協議会設立準
備会が設立され、平成27年3月には同協議会が設
立、同年4月1日より事務局も設置され、3市1町で
日本ジオパーク認定に向けた各種取り組みを進め
平成28年9月9日に日本ジオパークに認定された。
令和2年に4年に1度の再認定審査が行われ、令和3
年2月5日に日本ジオパークに再認定された。今後
は世界ジオパークを見据えた継続的な事業実施お
よび更なる啓発事業の実施が求められる。

にかほ市、由利本荘市、酒田市、遊佐町の3市1町が連携
し、鳥海山・飛島ジオパークを活用した教育、観光による
地域の活性化を推進するため、鳥海山・飛島ジオパーク推
進協議会の方針のもと、住民周知事業、教育事業、観光客
受入体制整備事業を実施する。

・ジオガイド養成講座の実施→  ６
月～９月（計５回）
・親子ジオパーク体験ツアーの企画→
８月４日法体の滝
・ジオパンフレットの増刷→ 済み
・シャトルバスを利用した竜ヶ原湿原
ツアー１０月１２日～１４日
・解説看板の修繕 東由利ボツメキ湧
水看板設置
・子吉川フェア（7月6日）
・再認定審査（１２月第１週）
・科学フェスティバルへの参加（11月
16日）

総事業費：16,838千円

ジオガイドが団体でイベントに参
加できる機会を設けることができ
た。イベント参加を通じて、小学
生を中心にジオパークの活動を普
及することができた。

再認定審査の時に外国語表記
の看板の少なさを指摘されて
いる。協議会と連携し、外国
語表記に対応した看板の設置
を進めていく必要がある。

世界ユネスコジオパークの認定には就学児だけで
はなく、高齢者も含め市民全体でジオパークの活
動に対する理解を深める必要がある。ジオサイト
を探検する高齢者向けのツアーを企画したい。
また冬のジオサイトを利用した外国人向けのモデ
ルコースを作成し、観光誘客を進めていく。

1101    B 有効

・教育をからめて活動していること
は評価できる。
・地域資源の活用とそのPRになって
いる。

特産品等振興事業
［観光ＰＲ・セール
ス事業］

本市の知名度を高めるとともに観光誘客や本荘ご
てんまりなどの地域工芸品の販路拡大を図るため
には、県内はもとより首都圏や仙台圏などの人口
集積地を対象にPR活動を展開していく必要があ
る。

・首都圏、仙台圏での観光と特産品展のＰＲ
・PRイベント出店

・県内２５市町村が参画するイベント
「これが秋田だ！食と芸能大祭典」が
5月に開催され、由利本荘市の物産及
び観光ＰＲブースを開設したほか、ス
テージイベント（ゆるキャラ出演）に
も参加した。
・友好都市である長野県佐久市と香川
県丸亀市いわき市のイベントにおいて
観光PRや物産展を出展したほか、戦国
武将・真田氏にゆかりがある関連自治
体の宮城県白石市でも観光PRや物販を
行った。
・秋田県とJR東日本の大型観光キャン
ペーンが開催されたこともあり、大宮
駅で開催された「あきた産直市」に参
加し、観光PRを行った。

総事業費：970千円

昨年度に引き続き、様々な機会に
市のＰＲ活動を実施した。令和６
年７月の大雨災害により鳥海山周
辺の観光地へのアクセス道路が通
行不可となったことも影響し、観
光入込客数は若干の減少となった
が、周知活動を強化し更なる誘客
を図りたい

 予算内で最大限の効果を得
るべく、更なる効率的なPR方
法の検討やこれまで実施して
きた各地でのPR事業や交流を
続けてきた自治体との関係性
の見直しが課題となる。

SNSなどを活用して日頃から本市の魅力発信に努
めながら、現地での物販ではHP等では伝わらない
商品の魅力を伝えることができる。それらを組み
合わせて効果的な観光PR方法を模索していきた
い。

1502    B 有効

・本市の特色である酒造業、発酵文
化について外部から評価されている
と感じる。それらを観光とからめて
PRするとより効果的ではないか。
・工芸品のPRと販路拡大を図ること
で、それらの地域文化の保存にもつ
ながる。

桑ノ木台湿原環境整
備事業

鳥海高原国定公園内にある「桑ノ木台湿原」で
は、ワタスゲやレンゲツツジが群生し、鳥海山を
望みながらのトレッキングが楽しめる。地域資源
を活用した観光プログラムの開発による誘客の促
進を図るため、桑ノ木台湿原の環境整備を行う。

環境保全業務、仮設トイレ設置、林道補修等 計画どおりに整備が実施された。

総事業費：2,198千円

計画的な整備が行われ、利用者へ
のサービス向上を維持することが
出来た。

現在のところ環境整備は概ね
行われてるが、公園内の巡回
を継続して充実させなければ
ならない。（自然動植物対応
等）

自然公園内であることから、森林管理署と協議を
行い適切な整備を行う。

1511    B 有効

・環境保全や利用者の安全安心のた
めに必要な事業である。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

観光入込客数（千人）

出典：観光地点等入り込み客数調査ほか
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施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

インフラツーリズム
推進事業

これまでの本市における観光は、イベントを主体
とした一過性の集客を見込むものでしかなく、持
続的な収益効果が低く、観光産業の成長を後押し
するには物足りなさがあった。しかしながら着々
と進む鳥海ダム建設に合わせて高まる観光需要に
対応するためには、鳥海山麓に点在する観光資源
を磨き上げ、観光する目的となるアクティビティ
コンテンツを充実させ、顧客満足度の高い観光地
作りを進めていかなければならない。併せて、自
立する観光産業の経営基盤たる「魅力ある観光
地」の整備を進め、かねてより本市が目指してき
た旅行客の消費を促す滞在型観光の実現するため
にも、この機会をもって本市観光産業の転換期と
する必要がある。

・観光ガイド育成事業
・大手アウトドアメーカーとの協力
・コンテンツ開発
・観光事業経営者育成支援事業
・観光産業の自立経営化
・情報発信体制の充実

秋田県の冬の大型観光キャンペーンに
合わせて、誘客が難しい冬期間の観光
コンテンツ作成に着手した。

総事業費：4,252千円

鳥海ダム見学ツアーは、大雨によ
る中止があり昨年度に比べ催行回
数は減少したが、参加人数は増加
した。鳥海ダムの建設工事により
年々変化していく現地の様子を観
ようというリピーターが存在して
おり、「今しか観られない」とい
う価値を一層ＰＲしていくことが
必要である。

ダム建設をただ見学するだけ
でなく、鳥海ダム工事事務所
とも連携し、ツアー参加者の
みが特別に体験出来るものを
行程に組み込むなど、更なる
不可価値の獲得を模索し、参
加者増加を図る必要がある。

ダム工事見学周遊ツアーに更なる価値を創り出す
よう、通常は立ち入り出来ないエリアでの工事見
学などが組み込めないか、ダム工事事務所と協議
していく。
洋上風力発電事業については、事業の見通しが不
透明であり、引き続き状況を注視していく。

1513    B 有効

・工事中の今しか見ることができな
い現場を見せることで、完成後も来
てみたいと思わせる効果もあるので
はないか。
・市内の宿泊施設が不足しており、
滞在型の観光に繋げられていないよ
うに感じる。

鳥海山麓二次アクセ
ス確立事業

桑ノ木台湿原をはじめとする、鳥海山麓の魅力あ
る観光資源を各交通拠点と繋ぐための二次アクセ
スを確保するため、シャトルバスの運行を実施す
るもの。最寄り駅からの鳥海山麓の観光地へのア
クセス方法が乏しく、首都圏等からの自家用車に
寄らない観光誘客が困難な状況にある。二次アク
セス網を整備し、鳥海山をより身近な観光地とし
て整備する必要がある。

シャトルバス運行 １式
（山麓周遊バス、登山バス等の運行）

桑ノ木台湿原のほか、鳥海ダム見学
会、行楽シーズンのイベント、冬季の
レジャー・温泉便など、季節を通して
運行した。

総事業費：4,000千円

鳥海山麓への二次アクセスは自家
用車とタクシーに頼っており、車
を持たない観光客についてはかな
りの負担となることから観光地と
しては選択されずらい場所であ
る。駐車場のキャパシティや自然
環境への影響も考慮したシャトル
バスの運行は必要と思われる。

昨年度シャトルバスを利用し
た方などからは、今年度の運
行期間まえに多数問い合わせ
をいただいていることから、
シャトルバスの存在を認知し
ている人にとっては利用価値
が高いと考えられる。
一方で、これまでは運行開始
の１ヶ月前を目処に周知を
行っており、本来のターゲッ
トである外部からの観光客
は、旅行日程を決めてしまっ
ているなど、事業の展開方法
に工夫が必要な部分も見受け
られた。

今年度以上に早めの事前周知を行いつつ、宿泊施
設やＪＲ、由利鉄などの他の交通手段とも連携し
ながら、利便性のあるシャトルバスを運用する必
要がある。

1514    B 有効

・観光地に繋がるという体制は必
要。
・二次アクセスがあるという周知に
努め、利用促進に繋げてほしい。

地域おこし協力隊設
置事業［鳥海山観光
魅力アップ事業］

人口減少や高齢化等の進行が著しい地方におい
て、地域外の人材を積極的に誘致し、その定住・
定着を図ることは、都市住民のニーズに応えなが
ら、地域力の維持・強化にも資する取り組みであ
り、有効な方策と考えられる。

【Ｒ２～４】
鳥海高原の豊かな観光資源を活用し、市の第三セクターが
運営する「ホテルフォレスタ鳥海」への来訪・誘客・宿泊
者増加に向けた企画や営業などのサポート業務。
※地域おこし協力隊採用後は、由利本荘市役所鳥海総合支
所内に配置。
【Ｒ５～７】
アウトドアレジャー人材の高齢化、後継者不足に対応する
担い手育成の「ソドアソビ」プロジェクトを実施。
※個人委託型による任用

当初予定していた「わんわんキャン
プ」だけでなく、由利本荘アウトドア
フェスにおいても、仮設ドッグランを
開催した。２年目になり、登山ガイド
や地元ケーブルテレビ局と連携を深め
ることができた。その結果、「低山ハ
イク」という番組が始まった。
冬にはスノーハイクイベントを企画
し、首都圏からの参加者があった。

総事業費：10,363千円

各種イベントの発信を通じて、市
の観光PRにつながることができた
と感じる。特に冬期の観光誘客は
市で力を入れており、柳沢氏のス
ノーハイクをモデルコースを国外
の旅行会社に売り込みをしていき
たい。

委任型の採用形式について、
協力隊員の１人から理解を得
られなかった。退任後を見据
え、主体的な活動の遂行の必
要性を説いていきたい。

様々なイベントや団体と協力隊をつなぎ、幅広い
活動を進めていく。また、活動内容を市のSNS等
で周知していく。

1523    B 有効

・地道な活動だが、魅力創出と移住
定住に繋がる。

スマートツーリズム
推進事業

〇観光プロモーションにかかわるデジタルコンテ
ンツが不足している。
 旅行市場に売り出せるコンテンツを表現した動
画などが存在しておらず、他地域にくらべ不利な
状況である。
〇売り出す観光素材のテーマ、ターゲットが絞り
切れておらずマーケティングが不足した状態で、
焦点がぼやけたＰＲ素材を使用しており、訴求力
が希薄である。
〇これまでの動画では、コンテンツのクオリティ
が低く、プロモーション材料としての競争力に欠
ける。

以上のことから、商談会等で他地域との差別化を
図るには、クオリティの高く、ターゲットを明確
にしたメッセージ性のあるプロモーション動画
や、デジタルコンテンツが必要である。

〇テーマを絞ったプロモーション動画の作成
 ①登山、トレッキングをテーマに、ガイドの魅力をア
ピールする動画
 ②道の駅、温泉をテーマに、施設の快適性、利便性をア
ピールする動画
 ③本荘、亀田、矢島の城下の街並みや歴史文化と案内人
の魅力をアピールする動画
〇観光需要を喚起し、現実にもリンクするＶＲコンテンツ

【観光PR動画の作成】
「史跡鳥海山」を観光PR動画を作成し
た

【情報の発信】
観光フォーラムや首都圏でのPRイベン
ト等、各種PRの際にモニターで配信す
るなど活用している。

【ゆりほん娘との連携】
市とキャラクターの活用に関する協定
を結ぶほか、パネルやのぼり旗を作成
する準備を進めている

【ゆりほん娘との連携】
市とキャラクターの活用に関する協定
を結び、
パネルやのぼり旗を作成、各地域に展
示し周知活動を展開した

総事業費：1,500千円

作成したPR動画については、市内
のでのイベントのほか首都圏での
観光PRでも配信を行っており、利
活用に努めている。

新規に取り組んだ「ゆりほん娘」
については、市の公認キャラク
ターとして発信したことで、商業
利用への問い合わせを多数いただ
いているほか、鳥海ダム工事現場
での企画展示が始められるなど、
予想を超えた広がりを見せてい
る。

市の周知活動という面におい
ては、PR動画及びゆりほん娘
の情報発信の効果が出始めて
いる。この動きを継続しつ
つ、市内での消費活動の拡大
に繋げていくことが重要であ
る。

PRの効果が僅かではあるが出始めている。この一
歩進んだ状況を後退させず前進していくため、活
動の継続・拡大が求められる。
 また、地域の活力に結びつけていくためには、
民間による消費活動の拡大が必須であり、PR活動
とセットで取り組まなければならない。

1528    B 有効

・公認キャラクターについては、地
域に溶け込んでこそ活きてくると思
われるため、地域の人々や子ども達
に親しんでもらえるような取り組み
も行っていただきたい。
・デジタルコンテンツの確立は必
要。
・新しい魅力、コンテンツを発掘し
てスマートツーリズムを充実させて
いただきたい。
・発信については民間と連携し、協
力を仰いでも良いのでないか。
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図書館を使った調べ
る学習コンクール事
業

 現在の学校教育では、さまざまな教材
で「図書館を活用した授業」「図書館メ
ディアの活用」が実践されるようにな
り、生涯を通じて学ぶ力を育てる事が重
要なテーマとなっている。小学生から一
般成人まで幅広い世代の市民が図書館の
持つ機能を活用し、学習意欲の向上に自
主的に取り組むきっかけとして「由利本
荘市図書館を使った調べる学習コンクー
ル」を開催し、子どもたちの知的好奇心
を育み、成人世代までその学習活動を継
続できる環境づくりを目指す。

 本市の小学生から一般成人を対象にした地域コンクール
「由利本荘市図書館を使った調べる学習コンクール」を開
催し、「調べ学習」の成果を評価する機会とする（地域コ
ンクールの上位作品は、公益財団法人図書館振興財団が主
催する全国コンクールに推薦する）。
 また、「調べ学習」に関する指導者・保護者向けの講座
を開催し、作品を作成する児童へ適切なアドバイスを行え
る人材を育成する。

・応募点数がこれまでで最も多い25点
であった。 10月3日の本市審査会にお
いて最優秀賞1点、佐藤憲一顕彰会賞1
点、由利本荘市図書館賞1点、優秀賞2
点、優良賞10点を決定し、11月2日に
表彰式を行った。
・全国コンクールには、最優秀賞作品
1点（小学校の部）、優秀賞作品1点
（子どもと大人の部）を推薦し、2点
ともに奨励賞を受賞した。
・作品募集期間中には、職員が随時調
べ学習希望者に対応する「調べ学習相
談会」を実施した。

総事業費：267千円

・事業実施後の報告を含めた周知
の取組により、学校・保護者等へ
本事業が浸透してきたことも応募
点数の増加にもつながっていると
思われる。

・児童生徒数が減少する中、応募
点数が増加しており、KPI値には届
いていないものの、一定の事業効
果が現れている。

・年々、児童生徒数が減少す
る状況であり、応募に向けた
働きかけを更に工夫する必要
がある。

・「作品の募集」「事業実施」等、外部と関わる
ものを中心に、関係各課と連携しながら周知活動
等今まで以上に広く行う。

・事業担当者を含めた図書館職員が「調べ学習」
への相談に対応できるための自主講座等の機会を
引き続き設ける。

1819    B 有効

・KPIは目標に達していないが、図書
館の利用促進と、市民の地域の醸成
につながるため継続する必要があ
る。

市内小・中学校から
の資料のリクエスト
対応・学校図書館の
環境整備等支援

 平成２１年度から３ヵ年で行われた県
「ふるさと雇用再生臨時対策基金事業」
による市内小中学校への学校司書の配
置、県教育委員会「子ども読書夢プラン
事業」による市図書館への学校支援司書
の配置を起点とし、市単独事業となった
現在まで、学校図書館と市図書館の連携
～支援が継続して行われている。
 本事業による児童・生徒の学習環境・
読書環境の整備は、学校現場からの強い
要望と共に県内外でも高く評価されてい
る。
 令和２年度からの新学習指導要領の総
則では「学校図書館を計画的に利用しそ
の機能の活用を図り、児童（生徒）の主
体的、意欲的な学習活動や読書活動を充
実すること」とあり、学校図書館の役割
は今後も重要性を増している。その中
で、児童・生徒の学習と読書を支える学
校図書館を維持する学校司書にとって、
その支援を担う学校支援司書の役割は今
後も重要である。

 授業で必要な図書や児童・生徒からのリクエストなど、
市内１３小学校・１０中学校の学校司書から寄せられる貸
借の依頼に応じて、市図書館から図書の貸出を行う。
 図書の選書～整備、学校図書館の環境整備等、学校司書
の求めに応じて、電話や訪問で日常的に支援を行う。
 さらに、県図書館協会事業を活用し、学校教育課と連携
しながら学校司書の研修の機会を設ける。

 令和市内小中学校への「訪問回数」
「資料貸出軒数・冊数」の各実績と前
年度比は次のとおりである。
【訪問回数】
 小学校＝76回（前年度比80.0%）、
中学校＝  36回（前年度比128.6%）
【資料貸出件数・冊数】
 小学校＝151件・1,396冊（前年度比
件数：88.8% 冊数：101.1%）、 中
学校＝59件・353冊（前年度比 件
数：115.7% 冊数：114.6%）

総事業費：3,107千円

 小学校訪問回数・貸出件数は減
少したものの、総合的な貸出件
数・貸出冊数ともに増加してお
り、効率的に学校との連携が行わ
れていると判断できる。

 学校図書支援を専任とする
司書配置による取組は順調に
成果が出ており、内容は問題
ないものと認識している。
 R8年度開校の本荘東小学校
や学校再編に伴う統廃合に伴
い、膨大な学校図書館蔵書の
整理などに具体的な対応が求
められることから、学校との
連携が益々必要とされる状況
である。

・引き続き、日常的な学校図書館支援を継続す
る。

・集合方式による「学校司書の情報交換・意見交
換」の機会を設けるよう努める。

・学校図書支援専任司書の指導により、図書館職
員も学校要望に応じた選書ノウハウのスキルアッ
プを図る。

1852    B 有効

・市内の学校図書館の図書の充実度
は素晴らしい。それを市民も活用で
きればと思うが防犯等の観点からは
難しいとも思う。
・ネットに依存せず、子ども達の知
識の向上に繋がる。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

人口一人当たりの貸出冊数（冊）

出典：由利本荘市図書館・公民館図書室利用統計
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「由利本荘市図書館を使った調べる学習コンクール」応募作品数（点）

出典：実績による
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市内小・中学校への貸出件数（件）

出典：実績による
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★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ４ ふるさと愛の醸成と地域コミュニティの再生

目標項目 ② 芸術文化の振興と文化財の保護・活用

主要戦略 ② 文化財の保護と活用

担当分科会 第3分科会

検証順 3

担当部局 教育委員会

担当課 生涯学習課

担当者 佐藤節子

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

民俗芸能保存団体育
成プロジェクト事業

平成22年度から実施している定住自立圏
共生ビジョン推進事業により、本市内に
伝承されてきた貴重な民俗・伝統芸能を
後世に確実に継承していくため、民俗芸
能団体が実施する保存継承活動を支援
し、自主的・自発的に伝承活動を実施で
きる団体の育成を図ることを目的とす
る。

市内の民俗芸能保存団体が実施する、（1）用具の保存修
理、購入 （2）記録作成（文書・録音・映像） （3）現地公
開 （4）資料作成・周知 （5）後継者養成、に係る経費の補
助。補助対象額は、定住自立圏推進事業費として予算に定
める範囲内で対象経費の額の1/2を上限とし、単年度1団体
当たりの交付上限を10万円とする。

計画通りのスケジュールで希望を取り
まとめ、希望のあった３団体を採択。
その後、追加で希望のあった２団体を
加え、全５団体を採択したが、目標の
７団体には届かなかった。用具の更
新、新調等に有効に活用された。

総事業費：344千円

前年度から２団体減ったが、多く
の団体は新型コロナウイルスの影
響がなくなった昨年度に必要な用
具の更新、新調等を実施したた
め、令和６年度は活用団体が減少
したと考えられる。
行政による補助は、民俗芸能団体
の活動を円滑に運営していく上で
大きな後押しとなるうえ、行政と
団体が連携することで、文化財保
護意識の高揚が図られるため、本
事業は大変有効である。

市内には活動中の民俗芸能団
体が約７０団体あるが、会員
の高齢化や後継者不足は共通
の課題となっている。その中
でも各団体の活動や継承への
意欲を保てるように、引き続
き細かな情報発信、公演機会
の提供をしていく必要があ
る。

「市民俗芸能大会」や「まいーれ定期公演」の
他、「第51回記念鳥海獅子まつり」を実施するこ
とができた。また、由利本荘市入部４００年事業
を受け、市民の民俗芸能への関心が高まってい
る。
これを受け、各団体の伝承・後継者育成活動を促
進するため、引き続き細かな情報発信、公演機会
の提供と共に育成交付金事業を継続していく。

1821    B 有効

・民俗芸能の伝承に繋がっている。
・伝統文化の保存のために必要。
・会員が高齢化しているため、でき
るだけ手続きの簡略化を。

専門家指導による指
定等を見据えた物件
及び既存の指定等文
化財の保存・活用に
向けた調査・研究

専門家の指導により、文化財として保
護・活用するべき物件の指定または登録
を目指した調査・研究を行うと共に、既
存の指定等文化財についても将来的な保
護・活用に向けた調査・研究を行う。

専門家の指導により、市内に所在する未指定の建造物、絵
画、彫刻、工芸品、書籍・典籍、歴史資料、古文書、考古
資料、歴史資料、有形民俗文化財、無形民俗文化財、史
跡、天然記念物の指定または登録を見据えた物件の調査研
究及び既存の指定等文化財の保存・活用に向けた調査・研
究を行う。

専門家・樹木医による市指定天然記念
物「熊野神社のツバキ森」管理整備指
導を実施し、今後の保存活用について
指導を得た。
また、「本城城下絵図附白描本城城下
図」「本城家文書」について調査を実
施し、市文化財保護審議会に諮問、委
員の審議を経て、市指定文化財に指定
した。

総事業費：33千円

計画通りに進捗している。 将来的に、文化財保護審議会
委員（各部門）の継続的な確
保が課題である。

指定等文化財の保存において、所有管理者からき
損や修理に関する相談が随時あり、対応に緊急を
要することが多い。そのため、様々な事例に対し
て、文化財保護審議会委員および有識者から指導
が受けられる体制を整える必要がある。
また、市内に所在する未指定の建造物、絵画、歴
史資料等の指定または登録を見据えた調査・研究
を行うとともに、既存あるいは新たな指定等文化
財をより有効に活用することが重要である。

1843    B 有効

・KPI達成状況が良好。
・文化財の保護のためには非常に重
要な取り組みである。

文化財講座、公開に
よる啓蒙活動と他部
局及び民間と連携し
た誘客促進

文化財講座や公開により、先人が継承し
てきた文化遺産を市民共有の資産（たか
ら）として将来へ引き継いでいく。

・各種問い合わせ対応のほか、宅配講座、各地域の生涯学
習講座や文化財保護団体等と連携した啓蒙活動を行う。
・指定、登録文化財への標柱や表示板の新規設置及び更新
（環境整備）によるアウトリーチ事業を行う。

市民向け講座 11件
 「由利本荘市のお宝発見！～文化財
のご紹介～」２件「ちょっと昔のくら
しの話」１件「由利本荘の歴史と文
化」４件「大内文化財保護協会総会講
演会」１件「矢島郷土史研究会講演」
１件「西目ふるさと再発見講座」１件
「ことぶき大学講演会」１件

総事業費：203千円

講座実施数は１１件で、目標の8件
を大きく上回った。令和３年度よ
り会計年度職員として採用した文
化財専門官（元県立博物館館長）
の存在も大きい。、また入部４０
０年関連の依頼が増加につながっ
たものと考えられる。

各教育学習課の協力を得て、
地域ごとの史跡等の現状を把
握する必要がある。

講座依頼数が年々増加傾向にある。要因は左記の
通りと考えるが、文化財に対する市民の関心の高
さも窺える結果である。今後とも可能な限り対応
していきたい。

文化財説明板設置については、令和８年度から計
画的な修繕を実施していくために令和７年度に修
繕実施計画を立てる。

1844    B 有効

・市の歴史・文化を広く市民に根付
かせるために必要。
・また説明看板等の設置は観光誘客
にも繋がる。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

各種民俗芸能公演事業（猿倉人形芝居・市民俗芸能大会）鑑賞者数（人）

出典：実績による
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民俗芸能保存団体育成プロジェクト実施団体数及び事業内容数（団体・事業）

出典：実績による
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専門家指導による文化財調査・研究、講座等実施数（事業）

出典：実績による
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施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見等

埋蔵文化財整理活用
事業（菖蒲崎貝塚・
提鍋遺跡・湯出野遺
跡 他）

・埋蔵文化財整理収蔵施設である旧下川
大内小学校他、各教育学習課所管施設等
に収蔵されている出土品の整理を行い、
資料館等施設での展示や出前講座により
考古資料を活用する。特に市内を代表す
る遺跡である菖蒲崎貝塚、提鍋遺跡、湯
出野遺跡等の整理を進め、遺跡の周知を
図る。
・過年度に発掘調査を実施した才ノ神遺
跡及び提鍋遺跡、令和4年度に実施する
薬師堂一番堰遺跡等の各調査に伴う出土
品の整理作業及び発掘調査報告書を作成
する。

発掘調査等により出土した考古資料の整理、調査研究、公
開等での活用
R5年度：才ノ神遺跡報告書刊行（H29発掘調査分）
R6年度：薬師堂一番堰遺跡報告書刊行（R4年度発掘調査
分）

才ノ神遺跡発掘調査報告書に伴う遺物
の整理および調査報告書の刊行を行っ
た。

総事業費：283千円

才ノ神遺跡発掘調査に伴う遺物の
整理および調査報告書の刊行を
行った。

整理作業が必要な遺物量に対
し、熟練した技術をもつ整理
作業員数が少なく、育成を図
る必要がある。

報告書作成及び有意義な活用を目的とした整理作
業を継続的に進めると共に、作業員の育成を進め
る。

1848    B 有効

・継続して調査・維持・保存して将
来に繋いでいく必要がある。

指定管理施設である
民俗芸能伝承施設
「まいーれ」との運
営連携

国指定重要無形民俗文化財である本海獅
子舞番楽をはじめとして市内には数多く
の民俗芸能が継承されている。
この民俗芸能を保存・伝承、公開し、主
体的に保存継承する人材を育成するため
民俗芸能伝承館「まいーれ」は建設整備
された。伝統芸能の保存・継承と人材の
育成、また、それによるふるさと愛の醸
成や地域活性化、地域コミュニティの再
生促進に結びつけることを目的としてい
る。
本施設の目的達成のためには、施設（指
定管理団体)、地域、行政の十分な連携が
不可欠であり、運営・事業等をしっかり
と連携しながら実施していく必要があ
る。

 ・民俗芸能の保存・伝承
   地域住民団体による施設指定管理
   伝統芸能の保存・継承、公開等の事業開催
   民俗芸能資料の収集、研究と展示公開
   民俗芸能情報、鳥海地域情報等の発信
 ・教育施設としての連携（児童・生徒の学習の場の提
供）
   教育(民俗芸能)活動の支援、調整
   ＣＳ、まなぶんチャレンジプログラム等の推進・連
携
 ・地域との連携、活性化推進

公演は、計画どおりに実施できた。ま
た、情報発信活動として機関紙「ま
いーれNAVI」も定時発行を継続して
行っているほか、あわせてホームペー
ジ、フェイスブック等で情報発信して
いる。市内小学校３年生を対象とした
「学ぶん・チャレンジ・プログラムツ
アー」の受け入れや多彩な芸能公演を
行っているほか、公演会場での芸能映
像の無料公開を行うなど、施設の目的
にあった運営を行った。

総事業費：13,919千円

計画どおりに進捗している。 全入館者に対して展示室入館
者の比率が低いことから、展
示室の活用方法に工夫が必要
である。

展示室は、芸能に限らず多彩な展示活用を行うこ
とにより、今後より多くの集客が見込める。

1847    B 有効

・市の伝統文化の継承のために必要
な施設である。
・展示室が目立たないという声があ
るので、誘導に工夫を。

無形民俗文化財の公
開事業

伝承活動の振興と後継者育成を図るた
め、市内に継承されている民俗芸能を広
く公開し、市民の民俗芸能への理解と意
識の高揚を図る。

市民俗芸能大会
鳥海獅子まつり
他課・他団体との共催公演事業

「令和6年度秋田県子ども民俗芸能交
流大会・第16回由利本荘市民俗芸能大
会」
R6.11.16 西目公民館シーガルで開催。
市内の４団体と２団体（にかほ市）が
演目を披露した。当日の来場者数は約
２００人。

総事業費：1,690千円

今年度は、県との共催で令和6年度
秋田県子ども民俗芸能交流大会と
同時開催をし来場者２００人は想
定どおりであり、指標目標は達成
したものと考える。

県との同時開催により来場者
数を増やすことができた。今
後もより多くの市民に鑑賞し
てもらえるよう、時期や開催
方法についてさらに検討して
いく必要がある。

行政が公演機会を提供することは、民俗芸能団体
の意欲向上及び後継者育成を図る上でも非常に大
切であると考える。
今後は、開催時期については農繁期や降雪等に配
慮しているため大きな見直しは難しいが、より広
く周知を図り、気軽に足を運んでもらえる形で開
催したい。

1822    B 有効

・後継者育成に有効である。



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造

目標項目 ② 教育の充実

主要戦略 ① 社会を生き抜く力と豊かな心の育成

担当分科会

検証順

担当部局

担当課

担当者

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

ＡＬＴ招致事業

２０２０年本格実施の新学習指導要
領における外国語活動の範囲拡大に
伴い、ALTの役割は大きいものであ
り、継続した配置が必要である。

ＡＬＴ配置 ＡＬＴ１２人

総事業費：60,548千円

全小・中学校にALTが配置されており、ALTとの授業や行事などの授業外での関わりの中
で、実際に英語を使用する機会が増えた。

引き続き、児童生徒が英語で表現したいと感
じるような活動をＡＬＴと授業者が連携して
計画し、ALTを一層効果的に授業で活用する
方法を考えていく必要がある。また、小・中
学校を通じた系統的な指導ができるように、
事業参観や情報交換を行っていかなければな
らない。

市の授業力向上訪問等で小・中連携や
ALTの効果的な活用について助言をし
ていく。また、授業参観や面談を通じ
て、各校での取組や状況を確認しなが
ら、適切に助言をしていく。English
Dayを実施し、各校で、ALTによる読
み聞かせを実践したり、授業以外の場
でALTを活用し、英語に慣れ親しむ場
を設定する。

1801    A 非常に有効

・本市の子ども達の英語力の向
上を感じる。
・地域にとっても異文化交流と
して重要な事業。

教職員研修会事業

由利本荘市立小中学校に配置される
教職員の資質向上のため、年３回
（春季・夏季・冬季）実施してい
る。
① 基礎・基本の定着と個性的な能力
を伸ばす学校教育の充実
② 学校での学習成果を家庭や地域で
活かす体験型学習を推進
③ 自ら目標を設定し、主体的に活動
する体力向上の取り組み
④ 指導力の向上や地域理解を深める
教職員研修の充実

講演、事業報告、分野毎の研修会、学ぶん
フォーラム等

春季研修会と冬季研修会はリモートで実施し、夏季研修会
は、カダーレにて参集型の研修会を実施した。冬季研修会
では、県のモデル校の１つである鳥海小の授業実践動画の
視聴や生成ＡＩの活用に向けた演習を実施した。

総事業費：106千円

成果指標は目標を下回っているものの、達成率は比較的高い水準を保っている。本市の現
状から研修内容を設定したことの成果と捉えている。

成果指標を達成するには、引き続きリモート
や参集型の特質を踏まえた研修内容の設定が
必要であると考える。
市の課題等を踏まえた研修内容の設定とバラ
ンスをとって実施を検討する。

多様な研修を実施するためにも関係諸
機関との連携を強化するとともに、本
市の現状を踏まえ、計画的に研修会を
実施することで教職員の資質向上を図
る。

1851    B 有効

・教職員の資質向上のために必
要な事業である。
・予算をかけずに確実に実施し
ている。

北部学校給食セン
ター視察研修、校外
学習受け入れ事業

北部学校給食センターは、各校の調
理場の老朽化や学校給食衛生管理基
準の厳格化などを受けて整備。
最大調理食数２７００食は県内４番
目の規模であり、令和２年８月に稼
働後は、本荘、大内、岩城地域の８
小中学校へ給食を提供している。調
理工程別の専用空間やエアカーテン
を設け、調理場を見学できる研修室
を備えるなど、北部学校給食セン
ターを活用して食に関する学習の更
なる充実を図る。

北部学校給食センターを積極的に活用し、学校
給食を活きた教材として、児童生徒が食に関す
る正しい知識や伝統的な食文化について理解を
深める機会を創出する。

令和６年度の北部学校給食センター見学受入実績は、本市
調理員４名、他市調理員１７名、一般１回２０名、合計４
１名の受入れとなった。視察見学受入れのための積極的な
宣伝はしていないが、調理場で働く調理員のより良い研修
の場となった。

総事業費：0千円

調理場で働く調理員の研修の場となった他、学校栄養教諭等が作成した動画などをセン
ターに見学に来ていただいた方にもみていただく機会が増えた。

北部学校給食センターでは、安全安心なおい
しい給食を対象校に提供することが本来の目
的である。視察見学の目標値はあえて設定せ
ず、社会科見学等、授業の一環として、各学
校や一般の団体から依頼があれば受け入れて
いく。

北部学校給食センター見学の受入れは
今後も継続していく。
今後も必要なマンパワーは、市担当職
員、県配置学校栄養教諭、調理業務等
委託先職員で協力して対応していく。

1826    B 有効

・食育は重要であり、市内給食
の質の向上のため必要な事業で
ある。
・ただし、食育のためには、児
童・生徒を受け入れることも検
討していただきたい。

小番弥生子、小番誠、鎌田瞳

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

第3分科会

4

教育委員会

学校教育課、学事課

全国学力・学習状況調査質問紙に対する回答（％）
１ 難しいことも、失敗を恐れないで挑戦している

出典：全国学力・学習状況調査
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R6からKPIを新設

全国学力・学習状況調査質問紙に対する回答（％）
２ 人の役に立つ人間になりたいと思う

出典：全国学力・学習状況調査
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ＡＬＴ参加による授業実施回数（全小学校３年生以上）（月○回以上）

出典：実績による
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給食食材地場産食材使用率（野菜15品目）（％）

出典：実績による
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９月に県が公表



★目指すべきSDGｓの目標

（１）総合戦略における位置付け （２）重要業績評価指標（KPI）

基本目標 ２ 子どもを産み育てやすい環境の創造

目標項目 ② 教育の充実

主要戦略 ⑥ 教育環境の向上

担当分科会

検証順

担当部局

担当課

担当者

施策・事業名 事業実施の背景・経緯・必要性 事業概要 事業実施状況 進捗状況の分析 課題問題点 今後の方針
事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

各種助成や給付、奨
学金②（中学校部活
動指導員配置事業）

教職員の負担が増大している現状
で、部活動指導の質の向上と教職員
の働き方改革が急務となっている。

部活動指導員の配置 ６名配置

総事業費：2,182千円

部活動の指導や引率を行えることで、教職員の業務負担軽減につながっている。
また、競技指導の質向上も図られている。

事業額の約３分の２が国・県の補助額のた
め、配置に関しては、国・県の予算に左右さ
れる。
部活動指導員のなり手確保が学校によっては
難しい状況。

市内１０中学校に１名ずつ配置できる
ように、予算確保を県に要望していく
が、人材確保も課題である。
一般財源のみでも配置していけるかど
うか、なり手の確保、学校の部活動の
状況、教職員の業務量、今後の部活動
地域移行などを総合的に検討しなが
ら、できるだけ配置できるように進め
ていきたい。

1807    B 有効

・教職員の負担軽減のために必
要な事業である。

学校司書配置事業

全学校に学校司書を配置することに
より、生涯学習の基盤である読書活
動の定着を図る。

・図書館の活用、読書活動の充実
（朝の読書活動、読み聞かせ活動の充実）
・学校図書館と公立図書館との連携強化（トラ
イアングルプラン）

・全学校に学校司書を配置するとともに、学校司書や学校
図書館担当教諭を対象とした研修会を実施した。読書活動
の推進についての講話や「学校図書館の活性化」をテーマ
とした参加者同士の情報交換を行い、学校における読書活
動の充実を図った。

総事業費：38,929千円

・学級数の変化により、蔵書充足率１００％を下回っている学校が見られるが、蔵書冊数
が減少しているのではないため、計画的に図書の購入や廃棄が行われているものと捉えて
いる。
・充足率が１００％に達していない学校も、前年度に比べると充足率が増加が見られるこ
とは、図書の購入や廃棄についての研修を行った成果の現れである。

・蔵書充足率１００％を目指すためには、引
き続き図書の購入及び廃棄を計画的に行う必
要がある。
・学校図書館の運営が組織的に行われるよ
う、研修会の内容を工夫する。

・引き続き公共図書館の司書と継続的
に連携するとともに、学校図書館研修
会については、各校の実践を共有でき
る機会を設けるなどして、取組の幅が
広がるよう内容を工夫していく。

1835    B 有効

・学校図書の充実に関連して、
こちらも必要な事業である。

ゆりほんＩＣＴ子供
の学びアップデート
プラン（ＧＩＧＡス
クール推進事業）

・学校現場でのＩＣＴ機器の使用を
サポートする支援員を小中学校へ配
置する。
・タブレット端末の家庭での持ち帰
り学習の実施に向け、セキュリティ
機能を構築する。
・タブレット端末のメーカー保障の
終了や持ち帰り学習における不慮の
故障等に対応するための修繕予算
 状況により、動産総合保険への加
入も視野に。
・デジタル教材の導入により、授業
のＩＣＴ化と家庭での学習環境の充
実を図る。

ＩＣＴ支援員配置、タブレット端末セキュリ
ティ構築、タブレット端末故障対応、デジタル
教材導入
※Ｒ２年度に、新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金事業などを活用し、児童生
徒一人一台のタブレット端末の整備、それに伴
うソフトウエアの導入、学校ネットワーク環
境・充電保管庫の整備、貸出用モバイルルー
ターの整備を行っており、それらを活用し、Ｇ
ＩＧＡスクール構想の一層の推進を図る。

セキュリティ構築、デジタル教材の導入、モバイルルー
ターの無償貸与により、学校及び家庭でのタブレット端末
の使用について環境面が整った。
ＩＣＴ支援員の継続的な派遣が可能になり、授業支援体制
を確立できた。
小学校６年生を対象とした３Ｄプリンター創作教室を開催
し、最新技術に触れる機会及びキャリア教育の一環として
好評を得た。
学ぶんタイピング競技会を開催し、児童生徒のスキルアッ
プの意欲向上を図った。

総事業費：22,014千円

セキュリティ構築、デジタル教材の導入により、授業及び家庭に持ち帰ってのタブレット
端末の活用が、各校の実態に応じて進められた。
教職員研修会でも、タブレット端末の機能やアプリの特徴、使い方等を取り上げ、教員の
スキルアップを図っている。
ＩＣＴ支援員の継続的な派遣により、授業支援による教師・児童生徒のＩＣＴ活用能力の
スキルアップにつながった。

タブレット端末の活用が進み、授業での主体
的な学び、協働的な学びに効果的に用いられ
る場面が増えている。実践事例を幅広く共有
するなど、より一層活用の幅を広げたい。

端末等の契約更新に向けて、個別最適
な学びと協働的な学びにおける学習に
有用な学習支援ソフトの活用方法につ
いて研修の機会、周知の機会を設定し
たい。
学校情報化優良校の認定に向けて、各
校への働きかけを強化したい。

1866    B 有効

・時代に沿った教育であり、授
業風景を見学したが、子ども達
がICTを使いこなしていること
に驚いた。
・交付金を有効に活用してい
る。
・英語教育とともにこれからの
時代に不可欠である。

大内地域スクールバ
ス更新事業

大内小・大内中学校の登下校スクー
ルバスの老朽化（10年経過あるいは
走行距離300,000ｋｍ以上）に伴い
車両を更新し、通学する児童・生徒
の交通手段確保と通学環境の充実を
図る。車両更新の計画については、
今後の少子化を見据え、車両の規模
（乗車定員）・路線の集約など総合
的に判断した。

（令和6年度）マイクロバス（25人乗り）2台を
更新
（令和7年度）マイクロバス（25人乗り）2台を
更新
（令和8年度以降）マイクロバス（25人乗り）4
台を更新

車両更新２台（25人乗り）購入

総事業費：15,381千円

遠距離通学の児童生徒が安全に通学できるよう、計画的に車両を更新する。 10年以上が経過し、急を要する修膳が多く
なっていることから、計画的に更新していく
必要がある。

児童生徒数の減少を踏まえた、小型車
両への更新および路線集約化を検討す
る。

849    B 有効

・児童生徒の通学の足として必
要不可欠であり、有効に機能し
ている。

工藤涼、小番弥生子、山本真美、佐々木弘幸、菅野基

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書

第3分科会

5

教育委員会

学校教育課、学事課、教育総務課

学校図書館蔵書充足率100％（校）

出典：実績による
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授業におけるＩＣＴ機器の活用（全学校）（日）

出典：実績による

100 

120 

180 180 180 

50 

80 

100 

120 

150 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

R2 R3 R4 R5 R6
実績値 計画値
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事業

（個票）
No

外部検証（効果検証委）
事業の有効性

外部検証（効果検証委）
有効性の判断理由、その他意見

等

出典：実績による

スクールバス、定期
券等購入補助等①
（スクールバス運行
事業）

遠距離通学（小学生４km以上、中学
生６km以上）児童・生徒に対する通
学支援として必要不可欠である。

スクールバスの安定運行 計画通りに運行

総事業費：155,308千円

合計33台のスクールバスを運行し、児童生徒の安心安全な登下校を維持してきた。 車両の老朽化が著しく、修繕経費が増加傾向
にある。少子化による児童生徒数の減少に合
わせ、車両の小型化や地域間でのやりとりが
必要になる可能性があるが、路線の統合など
は難しい状況。
Ｒ８からは、学校の統合により運行ルートが
増えるため、車両を増やさなければならな
い。

通学支援のためには、必要不可欠な事
業である。車両の老朽化が進んでお
り、計画的に更新していく必要があ
る。
Ｒ８年に控えている本荘地域の小学校
統合に向けて、運行ルートの調整、車
両の購入、車庫の配置など検討する必
要がある。
児童生徒数の減少が必ずしも便数の減
少に繋がるものではない。

1802    B 有効

・事業No.849と同様に、児童生
徒の通学の足、安全の確保のた
めに必要な事業である。

各種助成や給付、奨
学金①（児童・生徒
就学援助事業）

経済的理由により就学が困難な児
童・生徒について、必要な援助を行
うとともに、特別支援学級への就学
の特殊事情に鑑み、経済的負担軽減
を図り、義務教育の円滑な実施を目
的とする。

生活保護、それに準ずる者に対し、学用品費、
給食費、修学旅行費などについて、対象児童・
生徒の保護者に対し、支給する。

新入学用品費の入学前支給も含めて、計画通り実施した。

総事業費：60,008千円

社会情勢などから今後もニーズは増えていくと想定される。 児童生徒数の減少に関わらず、認定者数は増
加傾向にある。
       

事業は継続していくべき必要があると
考える。
引き続き学校を通じての制度周知、福
祉支援課の総合相談担当とも連携しな
がら、生活困窮世帯への個別の周知・
案内などを行っていく。
準要保護については世帯審査になるた
め、様式を変更し世帯で一括申請でき
るように変更した。

1804    B 有効

・コロナ禍や物価高騰などの社
会情勢からも、継続していくべ
き事業である。

スクールバス、定期
券等購入補助等②
（通学支援事業）

効率的なスクールバス運行の観点か
らスクールバスでは対応できない地
区や冬季間における通学手段の確保
が必要な地区において、タクシーや
期間限定運行などにより支援すると
ともに公共交通機関の利用が可能な
児童生徒に対して経済的な援助を要
するため。

定期券支給やタクシーや冬季間運行などの委託
業務

定期券購入、冬期間通学バス運行、ヘルメット購入補助全
て計画通り実施できた。

総事業費：16,814千円

保護者の理解を得るとともに、各学校との連携を図りながら事業推進している。 路線バス廃止による通学バスの運行が余儀な
くされるなど、公共交通機関の取り巻く影響
を受けている。児童生徒の通学方法の確保が
今後難しくなってくると思われる。

事業を継続していく上で、公共交通機
関の事業者とも連携を密にしながら、
児童生徒が安心で安全に通学できるよ
う進める。

1806    B 有効

・事業No.849と同様に、児童生
徒の通学の足、安全の確保のた
めに必要な事業である。

新山小学校改築事業

老朽化した校舎等の改築等、学校施
設を計画的に整備し教育環境の充実
を図る。

昭和４０年６月に建設された新山小学校は、築
後５７年（Ｒ４現在）を経過している。外壁等
はもちろん、校内の床や壁、建具等も老朽化が
著しい。市内随一の大規模校であるため、学習
環境にも支障がある。

学校運営に支障のないように調整しながら、予定どおり工
事は終了した。

総事業費：885,136千円

事業スケジュールの計画通り、工事を進行している。 事業スケジュールの計画通り、工事を進行し
ている。

令和6年度は、事業スケジュールの計
画通り、工事を進行した。

801    B 有効

・計画どおりに進捗していると
いうことで有効に機能している
と判断できる。

本荘東小学校建設事
業

老朽化した校舎等の改築等、学校施
設を計画的に整備し教育環境の充実
を図る。
統合小学校の正式名称が「本荘東小
学校」へ決定したため、事業名称を
変更した。

学校環境適正化計画に基づき、本荘東中学校区
の石沢・小友・子吉小学校および尾崎小学校の
一部を統合し、学区再編を含めた統合小学校を
建設する。

現場の事故等により、工事進捗率は遅れが見られた。

総事業費：1,263,459千円

当初計画より遅れは見られたが、令和７年度中にて挽回し令和８年２月には当初通り完成
予定。

工事の進捗率が目標値に対して実績値が低
かった。

引き続き関係各所と調整を行いながら
関係工事を進めていく。
１年目の工事進捗率の遅れは、工事施
工業者と協議し、内装工事等の工期短
縮をさせることにより全体の工期には
影響しないよう調整したが、引き続き
対応を注視する。

806    B 有効

・資材高騰や人手不足等の中、
順調に開校に向かっているとの
ことで良かった。
・３つの小学校が統合され、効
率化が図られるということで、
有効な事業と考えられる。

学校施設照明ＬＥＤ
化事業

水銀灯の生産終了による調達困難、
省エネ化に対応するため、小中学校
の照明器具をＬＥＤ化する。

令和４年度から令和７年度にかけて、水銀灯を
使用しており改築や統合の予定のない１６校の
体育館照明を優先的にＬＥＤ化する。
体育館照明のＬＥＤ化を終了した後、令和８年
度以降は、各学校校舎のＬＥＤ化に着手してい
く。

年度内に工事が完了した。

総事業費：21,164千円

計画通り学校のＬＥＤ化修繕が進んでいる。 計画通り学校のＬＥＤ化修繕が進んでいる。 東由利小と鳥海小以外は、計画通り体
育館のＬＥＤ化を完了した。

847    B 有効

・水銀灯の廃止と省エネという
時代の潮流により必要な措置で
ある。
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地域内フィーダー系
統整備事業（コミュ
ニティバス運行事
業）

各地域の移動ニーズに合わせ、地域内の交通
事業者が運行する路線バス等を補完するた
め、または、路線バスが廃線になった場合に
生じる大きな交通空白地域をカバーするため
市がコミュニティバスを運行する必要があ
る。

市が交通事業者等に委託しコミュニティ
バスを運行する。

現行路線の運行を継続し、公共交通カバー率も
77.3％で現状を維持している。乗車率は1.9と前年
の1.8と同程度を維持している。

総事業費：155,329千円

カバー率、乗車率ともに前年と同程度を維持
しているため、市民の移動の足として役割を
果たしている。社会減等により人口減少が進
んでいる中で数値は維持されているため、市
民一人当たりの利用回数は伸びていると思わ
れる。

人口減少は進んでいくが、コミュニ
ティバスの主な利用者である高齢世代
の割合は増加していくと推計されてい
るため、引き続き日常生活を支える公
共交通の展開が求められる。

交通事業者の運転手不足等、限られた環境にある
中で、効率的な運行形態へ転換していく必要があ
る。R5に策定した地域公共交通計画におけるプロ
ジェクトを実施し、市民の移動の足の確保・維持
を図っていく。

1120    B 有効

・民間事業者が撤退する以上、
必要不可欠な事業である。

生活路線バス維持事
業

地域公共交通の主役は市コミュニティバスで
はなく、交通事業者等の民間事業者が実施す
る鉄道や路線バスである。市としては、地域
内の交通事業者が主体的に事業を実施できる
ような環境整備（コミバス等での補完）や各
事業間の“調整役”を担うとともに、地域内の
公共交通を確保・維持していくため交通事業
者への損失補填を行う必要がある。

羽後交通（株）が運行する路線バスの経
常損失に対して補助金を交付する。

R6.4.1より上期実績のとおり減便となり、R6.10
月からはさらに赤田線等が減線となった。

総事業費：129,391千円

運転士減少に歯止めがかからず、さらに4月
より働き方改革関連法により時間外労働の上
限制限が適用開始となり、現状の便数の運行
維持が出来ず減便となった。

バス路線維持のための運営費補助に
よって、路線そのものは確保できた
が、運転士不足により減便が避けられ
ず、全国的な問題にもなっているが明
確な解決策がない。

運営費補助を継続しつつ、路線維持に努めていた
だくが、さらなる運転士不足による減便が避けら
れない状況となると想定されるため、並行路線の
解消や乗降調査等を通じ、利用者に最大限影響を
及ぼさないよう生活の足としての維持に努めてい
く。

1121    B 有効

・バス路線の維持のために必要
ではあるが、市と事業者と住民
とのより一層のコミュニケー
ションが必要ではないか。

乗り〔逢い〕交通事
業の導入（地域交通
導入事業）

市ではこれまで、地域内の幹線にあたる路線
にコミュニティバスを運行し、まとまった
ニーズに対応してきたが、これからは細かな
ニーズへの対応として、町内会やＮＰＯなど
の地域が主体となった「地域交通」の導入が
必要である。

下記のような取り組みが想定されてお
り、引き続き先進事例を取り入れてい
く。
 １）町内会などがタクシー会社と委託
運行契約を結び実施する「乗合タク
シー」の運行にかかる経費の一部を補助
する。
 ２）町内会などが実施する、公共交通
空白地有償運送の経費の７５％を補助。
 ３）町内会などが実施する、ボラン
ティア輸送の経費の９０％を補助。

R6新規導入団体 １件（西沢ボランティア輸送）

石脇新山乗合タクシー  ３３件
石沢地域交通      １０３件
小菅野集落互助輸送   ６０件
西沢ボランティア輸送  １０件

総事業費：1,132千円

石沢地区は新たに本荘ひがしクリニックを乗
降スポットに追加し、利用実績が伸びた。小
菅野地区は定期利用者の利用が減り、昨年度
の半分ほどの実績となった。西沢については
元々運行していた子吉線の利用者が月１回程
度だったこともあり、想定通りであった。石
脇については大きな変化はなく昨年度と同数
の実績であった。

石脇地区は人口規模の割に利用が少な
く、利用者も運行時間やルートに不満
がある。

それぞれの地域において、必要な状況で利用が定
着してきており、制度として地域で継続していけ
るかが今後の課題である。人口減少の中で、次の
担い手も考えながら、持続的な取り組みとしてい
けるように支援していきたい。

1122    B 有効

・既存の事業者や行政に頼らず
に地域で支えるという新たな選
択肢である。
・今後の地域への浸透を期待す
る。

高齢者いきいき「お
でかけ」事業

昨今、高齢者による交通事故多発などから運
転免許証の自主返納が進んでいるが、返納後
の生活の足を確保するため、市内全域におい
て運行されている路線バスを手軽に利用して
もらう環境を整える事が求められている。
そこで、羽後交通㈱が発行する路線バスの
ゴールドフリー定期券の半額分を事業者に補
助することで、高齢者が購入しやすい料金設
定とするもの。

羽後交通㈱が発行する路線バスのゴール
ドフリー定期券の半額分を補助すること
で、高齢者が利用しやすい環境を構築す
る。

ゴールドフリー定期券の半額補助を行い、継続的
にバス利用客を獲得した。
4月 258,000円 19件、5月 21,000円 2件
6月 33,000円 4件、7月 81,000円 9件
8月 57,000円 8件、9月 144,000円 11件
10月 222,000円 16件、11月 21,000円 2件
12月 39,000円 4件、1月 78,000円 7件
2月 51,000円 5件、3月 165,000円 10件
合計 1,170,000円 97件（1ヶ月24件、3ヶ月24
件、6ヶ月49件）

総事業費：1,170千円

割引率を1ヶ月当たり半額から3,000円とした
影響は大きく出ておらず、購入者は固定化
し、利用が維持されている。

免許返納者および高齢者は増加し、利
用可能対象者も併せて増加しているに
も関わらず、利用される方が固定化し
ており、新規利用者があまりいない。

利用者が固定化し、新規利用者があまりいない状
況だが、高齢者の移動の足の確保は必要であるた
め、引き続き利用促進を図る。

1133    B 有効

・返納者にとって手厚く、返納
のインセンティブとなる。
・路線バスがある地域では、高
齢者の足の確保のために費用対
効果が高いと考える。

由利本荘市第２期総合戦略各事業 効果検証調書
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